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　本市は、国際化社会への的確な対応を図るため、昭

和61年から中高校生の海外派遣、市職員の海外派遣研

修、中国山東省徳州市との都市間交流の推進、語学指

導等を行う外国青年招致事業の実施、英語・中国語・

韓国語観光パンフレットの作成、英語・中国語生活ガ

イドブックの作成、国際交流基金の設置（平成３年４

月設置）、外国人のための日本語教室、外国人対応窓

口の開設（平成23年４月開設）などの施策を推進して

きた。

　また、外国人の増加に伴い、在住外国人との多文化

共生に重点をおいた「新居浜市国際化基本計画」を平

成20年度に策定し、市民活動団体や地域などと共に国

際化を進める体制づくり、外国人の生活支援や人権教

育を含めた国際理解教育を推進してきた。

　令和２年度に「新居浜市国際化基本指針」を策定し、

これまでの国際化の取組を継承・発展させながら外国

人が暮らしやすい多文化共生のまちづくりを目指すた

めの方向性を示した。

⑴　都市間交流
　中国山東省徳州市との交流
　‌�　徳州市との交流は、昭和60年６月、中萩公民館友

好訪中団が徳州市を訪問した時、徳州市長に対する

新居浜市長のメッセージを託したことから始まっ

た。その後の経過は別表（徳州市との交流の経過）

のとおり。

　東南アジア地域との交流促進
　‌�　ベトナム社会主義共和国ホイアン市と国際都市間

交流の促進を図るため、相互訪問を実施するなど、

友好関係の発展に取り組む。また、令和４年に訪問

したインドネシア共和国クブラヤ県などとの文化、

教育、スポーツを通じた様々な交流事業を実施する。

⑵　新居浜市国際交流協会
　‌�　平成31年３月、地域に根ざした国際理解及び国際

交流に関する活動を通じて、市民の国際化意識と国

際認識の向上を図り、社会の発展に寄与することを

目的に設立された。

市　民　環　境

1　国　　際　　交　　流

年　　　月 交 流 内 容

昭和61年 7月 『日中友好の翼』ニイハマ訪中団の訪問

　・企業視察、ホームステイ等を実施

昭和61年10月 徳州地区総合経済視察団の来新

　・住友企業、小中学校、農業施設等を視察

平成元年10月 徳州市文化交流団の来新

　・中国書道展の開催

平成 3年 4月 新居浜徳州友好視察団の訪問

　・今後の総合的な交流のあり方を協議

平成 3年 7月 徳州地区文化交流訪日団の来新

　・徳州地区の伝統工芸である黒陶の展示及び篆刻の実演

平成 3年10月 徳州地区友好視察団の来新

　・‌�市内企業、公共施設、太鼓まつり等を視察見学

平成 4年 5月 第３次新居浜・徳州友好訪中団の訪問

　・‌�徳州地区の文化、市民生活、産業経済等の視察を行い、友好親善を図り、今後の両地
区の交流の可能性を探る。

平成 4年 7月～8月 徳州地区友好視察団の来新

《平成４年７月27日》

　・新居浜市と徳州地区の友好交流関係の締結

　・‌�新居浜市立中萩小学校と徳州市東方紅路第一小学校、新居浜市立中萩中学校と徳州市
第十中学校との友好校の締結

平成 4年 7月～8月 徳州雑技団新居浜公演の実施

　・‌�市制55周年を記念して行われ、入場者は約26,000人を数えた。

徳州市との交流の経過
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年　　　月 交 流 内 容

平成 5年 6月 徳州地区経済視察団の受け入れ

　・‌�市内企業の視察、今後の経済交流について協議

平成 5年 7月～8月 小中学生相互交流事業

　・相互の小中学生が交流を行い、友好を深める。

平成 6年 5月 新居浜商工会議所徳州地区経済視察団の訪中

　・今後の双方の経済交流等について協議

平成 6年 8月～9月 徳州地区テレビ放送視察団の受け入れ

　・‌�新居浜テレビネットワーク、放送局等の視察研修

平成 7年 7月 徳州市友好視察団の来新

　・‌�市内の行政、教育、文化、企業等の施設を視察し、友好親善を図り、今後の交流の方
向を協議

平成 7年 8月 徳州市研修生の受け入れ

　・新居浜商工会議所が窓口となり、市内の各企業で１年間研修

平成 8年 9月 第４次新居浜・徳州友好訪中団

　・‌�両市の友好関係をさらに発展させるとともに文化・教育・産業・経済各分野の視察を
行う。

平成 9年11月 徳州市友好視察団の来新

　・‌�徳州市との友好都市締結（平成９．11．11）を行った。

平成10年 9月 第５次新居浜・徳州友好訪中団

　・‌�両市の相互理解をさらに深化させるとともに、文化・教育・経済・スポーツ・芸術な
ど幅広い分野の多様な交流に向けての情報交流を行う。

平成11年10月 徳州市友好視察団の来新

　・市内、県内の文化施設、観光施設等を視察

平成12年 6月 第６次新居浜・徳州友好訪中団

　・‌�両市の相互理解を深めるとともに、国際ボランティアの育成や文化交流事業の積極的
推進など、国際化をリードする人材の育成と異文化理解の増進、世界に開かれた地域
社会づくりを進めるための情報交流を行う。

平成13年11月 徳州市友好視察団の来新

　・‌�徳州市研修生受入企業の視察及び情報交流を行う。

平成14年 9月 第７次新居浜・徳州友好訪中団

　・‌�両市の相互理解を深めるとともに、「日中国交正常化30周年」記念文化交流事業へ参加し、
今後の多様な交流に向けた人材の育成と異文化理解の増進に向けての情報交流を行う。

平成15年11月 徳州市友好視察団の来新

　・‌�徳州市研修生受入企業を含む市内企業の視察及び市内経済団体との交流を行う。

平成16年 9月 第８次新居浜・徳州友好訪中団

　・‌�両市の相互理解をさらに深化させるとともに、文化・教育・経済・スポーツ・芸術な
ど幅広い分野の多様な交流に向けての情報交流を行う。

平成17年11月 徳州市友好視察団の来新

　・‌�徳州市研修生受入企業を含む市内企業及び公共施設、体育文化施設等の視察並びに市
内経済団体との交流を行う。

平成18年 5月 第９次新居浜・徳州友好訪中団

　・‌�両市の相互理解をさらに深化させるとともに、文化・教育・経済・スポーツ・芸術な
ど幅広い分野の多様な交流に向けての情報交流を行う。

平成19年11月 徳州市友好視察団の来新

　・‌�市内企業及び公共施設等の視察並びに市内経済団体との交流を行うと共に、華道教室
の見学等日本文化に触れていただく。

平成20年 9月 第10次新居浜・徳州友好訪中団

　・‌�両市の相互理解をさらに深化させるとともに、文化・教育・経済・スポーツ・芸術な
ど幅広い分野の多様な交流に向けての情報交流を行う。

平成21年 9月 徳州市友好視察団の来新

　‌�・市内企業及び公共施設等の視察並びに市内経済団体との交流を行う。

平成23年11月 第11次新居浜・徳州友好訪中団

　‌�・‌�‌「民間レベルでの交流のきっかけづくり」と位置づけ、教育機関との交流、太陽光エネ
ルギー施設の視察などにより、今後、学生や若者、民間企業団体などが主体となった
交流に繋げるとともに、両市の友好関係の継続発展を目指す。

令和 6年 5月 徳州市代表団の来新

　・市内公共施設等の視察及び交流を行う。
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　地方分権が進む中、「住民自治」の実現は、地方自治

体の将来を左右する重要課題の一つである。市民自ら

がまちづくりの担い手として、まちの将来ビジョンを

描き、それに向けた行動に取り組むための体制整備が

必要である。

　さまざまな分野において活発化する、ＮＰＯなど数

多くの公益的な市民活動を、その自主性や自立性を尊

重しながら支援し、協働環境の整備に取り組んでいる。

　令和２年度に策定した地域コミュニティ基本指針に

基づき、多様で豊かな地域づくりに向けて、幅広い市

民参画のもと、地域コミュニティ、市民活動団体、事

業者、行政等による協働のまちづくりと地域コミュニ

ティの充実を進める。

⑴　新居浜市公共施設愛護事業

　‌�　市民（団体・個人）と行政が合意書を取り交わし、

市民が道路、河川、公園、海岸等の公共施設を我が

子のように愛情を持って美化活動等を行うボラン

ティア制度として、平成15年９月に施行した。

　‌�　令和６年４月１日現在、111組（84団体・27個人）

と合意書を取り交わし、参加人数は4,710人、施設

別内訳は道路60件、公園・緑地59件、河川・水路18件、

海岸５件、文化財２件、山林１件、全般１件である。

⑵　市民活動サロンの運営

　‌�　平成18年７月に設置した新居浜市まちづくり協働

オフィスが令和４年３月をもって休館となった。令

和４年度からは、市民活動団体が自由に交流や情報

交換する場を提供することにより、地域課題を自ら

の問題として主体的に活動する団体を支援するとと

もに、他の市民団体や企業、行政との連携を促進し、

豊かな市民社会づくりの推進を図ることを目的とし

た、「市民活動サロン」を開設している。

　　〈市民活動サロンでできること〉

　　ア　ミーティングスペースの利用

　　イ　コピー機、印刷機等の使用（有料）

　　ウ　機器の貸出し

⑶　自治会

　‌�　自治会については、地縁による任意団体であるが、

防災・防犯・交通安全などの安全安心機能、環境整備

機能、行政連絡調整機能などを有するなど地域にとっ

て欠かせない住民自治組織である。しかしながら、近

年個人の価値観の多様化などから自治会離れが進ん

でおり、財政基盤の弱体化・加入率の低下などが喫緊

の課題となっている。そのため、地域コミュニティの

再生に向け、平成26年度より新たな交付金制度の創設

や、防犯灯電気料金の全額市負担により、自治会の財

政負担軽減を図るとともに防犯灯のＬＥＤ化を進め、

安全安心のまちづくりを推進している。今後も連合自

治会への交付金などの財政支援を充実するとともに

連携を図りながら自治会加入率の向上を図り、「協働

まちづくり」「自立・連携のまちづくり」を推進するた

め、地域コミュニティの活性化に努める。

2　市　　民　　活　　動

　ア　結成状況� （各年1月1日現在）

区分　　　　　　　　年 令和２ ３ ４ ５ ６

校 区 連 合 自 治 会 数 18 18 18 18 18

単 位 自 治 会 304 302 300 300 299

加 入 世 帯 総 数 34,477 33,864 32,576 31,463 30,626

総 世 帯 数 56,382 56,345 56,219 56,174 56,155

自治会世帯加入率（％） 61.1 60.1 57.9 56.0 54.5

認 可 地 縁 団 体 数 59 60 63 64 64
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　イ　各種補助� （単位：千円）

区　　　分 補助率
補助限度額

（6.4.1現在）

補助金助成件数及び助成額

令和３年度 ４年度 ５年度

件数 金額 件数 金額 件数 金額

集
会
所
施
設

新 築
工事精算額の
５分の３以内

15,000 1 15,000 － － － －

増 築 及 び 修 繕
工事精算額の
２分の１以内

600 31 7,164 28 5,190 32 6,650

放
送
設
備
等

新 設 工事精算額の
２分の１以内

250 1 151 1 250 2 264

増 築 及 び 修 繕 130 13 1,113 6 677 16 884

ア
ン
プ

新設及び増設 工事精算額の
２分の１以内

200
3 151 8 1,038 4 276

修 繕 100

防
犯
灯

新 設・ 移 設
（ＬＥＤのみ対象） 工事精算額の

２分の１以内

15 41 590 28 734 26 472

支柱の更新・修繕 25 5 118 2 50 2 50

　ウ　地域コミュニティ再生事業交付金� （令和5年度）

区　　　　　　分 交付金 摘　　　要

防 犯 灯 維 持 管 理 事 業 13,109,613円
防犯灯電気料金　既存分　12,152,313円
　　　　　　　　新設分　　 957,300円

新 居 浜 市 連 合 自 治 会 活 動 事 業 586,000円
研修事業、金婚式表彰事業
自治会加入促進事業

新 居 浜 市 広 報 活 動 等 事 業 24,371,195円

単位自治会　　　＠ 650×30,626世帯

校区連合自治会　＠ 125×24,689世帯

市連合自治会　　＠  45×30,626世帯

ご み 減 量 化 等 啓 発 事 業 427,410円 ＠10×42,741

コ ミ ュ ニ テ ィ 活 性 化 事 業 11,791,533円 意欲のある地域で取り組むソフト事業

れ ん じ メ ー ル 送 付 事 業 330,000円 ショートメール送信事業

計 50,615,751円

⑷　地域運営組織

　‌�　住民主体のまちづくりと持続可能な暮らしを実現

するため、宮西校区及び中萩校区において、令和３

年度及び４年度の２か年で協議会型地域運営組織モ

デル事業を実施し、地域の現状、課題、目標や施策

等をとりまとめた「地域まちづくり計画」の策定作

業を行うとともに、地域内の様々な団体が連携協力

し、地域課題の解決に向けた組織づくりに取り組み、

令和５年３月に新たな地域運営組織が設立された。

地域運営組織数　１組織（令和6年4月1日現在）

⑸　出前講座

　‌�　本市のまちづくりの現状や今後の展開について市

内に在住、通勤・通学している10人以上の団体を対

象にして、市の担当者が説明者となって情報を提供

し、市民と行政が協働で取り組むまちづくりを推進

するため、平成10年度から事業を開始した。

　‌�　平成14年度からは「行政編」に加えて「公共機関・

公益企業編」、「市民・団体編」とメニューを拡充した。

　‌�　令和５年度開催件数は267件、参加人員は約

12,448人となっている。
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３ 消 費 生 活

年 度 30 令和元 ２ ３ ４

件 数 1，064 860 795 746 747

４ 地 域 改 善 対 策

� 住宅新築資金等貸付事業

対象地域の居住環境の整備改善を図るため、新築、

宅地及び改修に用する資金貸付者に対し、貸付金の

償還事務を行っている。

ア 貸付事業実績

年 度

区 分

昭和48年度～平成７年度

件 数 金 額

新 築 資 金 215 1,197,800千円

宅地取得資金 123 508,300

改 修 資 金 308 606,240

合 計 646 2,312,340

急速に変容する経済社会において、健全で豊かな消

費生活の実現を図ることが重要な課題であるため、消

費者安全法の施行に伴い平成22年４月に「消費生活セ

ンター」を設置した。関係機関が相互に連携して消費生

活のあり方を考え、賢い消費者、自立する消費者を目指

す。

� 消費生活モニター制度

消費生活の安定と向上を図るため、消費者から直

接意見を聴取し、要望、苦情等の情報を把握して市民

生活に直結した消費者行政を推進するため、消費生

活モニター制度を昭和47年から実施している。

令和４年度モニター４人で実施

� 消費生活の改善対策

消費生活に必要な正しい情報提供、消費者教育の

推進を重要施策に、市民総ぐるみの各種事業を実施

している。

ア 消費者情報の提供

市のホームページやＣＡＴＶ広報番組を通して、

市民への情報を提供しているほか、市政だよりに

「消費生活センター通信」を隔月掲載している。ま

た、消費者の陥りやすい悪質商法の手口、対策方法

等を講演し、一人一人が解決できる力をつけても

らえるように、出前講座を実施している。

イ 消費者学習講座

よりよい消費生活推進のため、市民向けに学習

講座を開催している。

ウ 家庭用品等立入検査

家庭用品品質表示法、消費生活用製品安全法、電

気用品安全法、ガス事業法及び液化石油ガスの保

安の確保及び取引の適正化に関する法律に基づき、

販売事業所等の立入検査を実施している。

エ 消費者被害防止のための見守り活動

新居浜市消費者安全確保地域協議会を設置し、

地域の見守りネットワークで高齢者や障がい者等

の消費者被害の未然防止を図る。

� 消費生活相談

商品やサービスなどに関する消費者からの苦情や

問い合せに対応するため、昭和51年度から本事業を

実施しており、昭和55年度からは専門相談員を配置

し、消費者被害の未然防止と早期解決に努めている。

また、平成21年度から弁護士又は認定司法書士によ

る消費生活法律相談を月１回実施している。

相談件数

� 適正な計量の実施

ア 特定計量器の定期検査

商店や病院などで取引や証明に使用しているは

かりについて、定期検査を実施している。

イ 計量関係事業者への立入検査

スーパーや工場などの計量関係事業者に対して

立入検査を実施し、使用中の計量器や商品の内容

量などについて検査を実施している。

ウ 計量思想の普及啓発

11月の計量強調月間を中心にロビー展及び一日

計量巡視などの諸事業を実施し、計量思想の普及

啓発に努めている。
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　急速に変容する経済社会において、健全で豊かな消

費生活の実現を図ることが重要な課題であるため、消

費者安全法の施行に伴い平成22年４月に「消費生活セ

ンター」を設置した。関係機関が相互に連携して消費

生活のあり方を考え、賢い消費者、自立する消費者を

目指す。

⑴　消費生活モニター制度

　‌�　消費生活の安定と向上を図るため、消費者から直

接意見を聴取し、要望、苦情等の情報を把握して市

民生活に直結した消費者行政を推進するため、消費

生活モニター制度を昭和47年から実施している。

　‌�　令和５年度モニター６人で実施

⑵　消費生活の改善対策

　‌�　消費生活に必要な正しい情報提供、消費者教育の

推進を重要施策に、市民総ぐるみの各種事業を実施

している。

　ア　消費者情報の提供

　　‌�　市のホームページ、ＳＮＳ等を通して、市民へ

の情報を提供しているほか、市政だよりに「消費

生活センター通信」を隔月掲載している。また、

消費者の陥りやすい悪質商法の手口、対策方法等

を講演し、一人一人が解決できる力をつけてもら

えるように、出前講座を実施している。

　イ　消費者学習講座

　　‌�　よりよい消費生活推進のため、市民向けに学習

講座を開催している。

　ウ　家庭用品等立入検査

　　‌�　家庭用品品質表示法、消費生活用製品安全法、

電気用品安全法、ガス事業法及び液化石油ガスの

保安の確保及び取引の適正化に関する法律に基づ

き、販売事業所等の立入検査を実施している。

　エ　消費者被害防止のための見守り活動

　　‌�　新居浜市消費者安全確保地域協議会を設置し、

地域の見守りネットワークで高齢者や障がい者等

の消費者被害の未然防止を図る。

⑶　消費生活相談

　‌�　商品やサービスなどに関する消費者からの苦情や

問合せに対応するため、昭和51年度から本事業を実

施しており、昭和55年度からは専門相談員を配置し、

消費者被害の未然防止と早期解決に努めている。

　　相談件数

年度 令和元 ２ ３ ４ ５

件数 860 795 746 747 670

⑷　適正な計量の実施

　ア　特定計量器の定期検査

　　‌�　商店や病院などで取引や証明に使用しているは

かりについて、定期検査を実施している。

　イ　計量関係事業者への立入検査

　　‌�　スーパーや工場などの計量関係事業者に対して

立入検査を実施し、使用中の計量器や商品の内容

量などについて検査を実施している。

　ウ　計量思想の普及啓発

　　‌�　11月の計量強調月間を中心にロビー展及び一日

計量巡視などの諸事業を実施し、計量思想の普及

啓発に努めている。

⑴　住宅新築資金等貸付事業

　‌�　対象地域の居住環境の整備改善を図るため、新築、

宅地及び改修に用する資金貸付者に対し、貸付金の

償還事務を行っている。

　ア　貸付事業実績

4　地　域　改　善　対　策

3　消　　費　　生　　活
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⑵　瀬戸会館

　　所 在 地　　　瀬戸町７番30号

　　　　　　　　　　　☎ 41-5859

　　沿　　革　　‌�　昭和33年４月１日に開館。地域社

会全体の中で福祉の向上や人権啓発

の住民交流の拠点となる開かれたコ

ミュニティーセンターとして、生活

上の各種相談事業や人権課題の解決

のための各種事業を総合的に行って

いる。

　　　　　　　　‌�　現施設は、昭和49年４月１日オー

プンし、昭和56年３月と昭和62年３

月に増築、平成25年２月に女子トイ

レ増築。

　　敷地面積　　　2,257.56㎡

　　構　　造　　　鉄筋コンクリート造２階建

　　建物面積　　　634.42㎡

　　利用状況　　　11,881人（令和５年度）

　イ　貸付金回収状況� （6.3.31現在・単位：千円）

年度
調　定　額 収　入　額 不納欠損額 未 収 入 額

元金 利子 計 元金 利子 計 元金 利子 計 元金 利子 計

48～63 850,760 287,543 1,138,303 685,184 230,922 916,106 165,576 56,621 222,197

平成元 133,628 38,519 172,147 82,580 23,751 106,331 51,048 14,768 65,816

2 149,568 40,743 190,311 86,097 22,959 109,056 63,471 17,784 81,255

3 155,381 43,420 198,801 85,050 24,304 109,354 70,331 19,116 89,447

4 159,356 43,932 203,288 80,310 23,251 103,561 79,046 20,681 99,727

5 173,648 44,922 218,570 86,258 23,124 109,382 87,390 21,798 109,188

6 180,046 45,296 225,342 86,213 22,239 108,452 93,833 23,057 116,890

7 187,197 45,341 232,538 85,226 20,595 105,821 101,971 24,746 126,717

8 185,556 45,251 230,807 76,630 19,722 96,352 108,926 25,529 134,455

9 189,320 44,259 233,579 82,199 19,353 101,552 107,121 24,906 132,027

10 180,958 41,929 222,887 71,506 15,817 87,323 109,452 26,112 135,564

11 192,660 41,306 233,966 80,085 14,626 94,711 112,575 26,680 139,255

12 197,028 40,212 237,240 80,139 12,436 92,575 116,889 27,776 144,665

13 219,847 39,024 258,871 101,067 10,612 111,679 118,780 28,412 147,192

14 195,221 37,759 232,980 71,628 8,562 80,190 123,593 29,197 152,790

15 182,439 37,093 219,532 52,350 6,452 58,802 130,089 30,641 160,730

16 186,336 37,373 223,709 48,708 5,297 54,005 137,628 32,076 169,704

17 190,008 37,204 227,212 46,095 4,256 50,351 143,913 32,948 176,861

18 178,378 37,272 215,650 26,978 3,283 30,261 151,400 33,989 185,389

19 178,573 37,597 216,170 20,979 2,642 23,621 157,594 34,955 192,549

20 181,954 37,919 219,873 22,319 2,450 24,769 159,635 35,469 195,104

21 183,115 37,835 220,950 19,534 1,898 21,432 163,581 35,937 199,518

22 179,953 37,792 217,745 16,533 1,772 18,305 163,420 36,020 199,440

23 179,337 37,452 216,789 22,739 3,322 26,061 156,598 34,130 190,728

24 165,863 35,207 201,070 9,066 1,507 10,573 156,797 33,700 190,497

25 166,998 34,461 201,459 11,997 2,038 14,035 155,001 32,423 187,424

26 162,538 32,932 195,470 8,441 1,425 9,866 154,097 31,507 185,604

27 159,251 31,832 191,083 11,514 2,888 14,402 147,737 28,944 176,681

28 150,819 29,139 179,958 6,016 1,404 7,420 2,438 209 2,647 142,365 27,526 169,891

29 144,535 27,633 172,168 6,375 1,684 8,059 2,002 133 2,135 136,158 25,816 161,974

30 137,367 25,862 163,229 5,394 1,274 6,668 7,690 1,852 9,542 124,283 22,736 147,019

令和元 124,759 22,753 147,512 8,108 1,401 9,509 537 12 549 116,114 21,340 137,454

２ 116,359 21,343 137,702 6,298 1,125 7,423 1,404 97 1,501 108,657 20,121 128,778

３ 108,657 20,121 128,778 4,996 896 5,892 0 0 0 103,661 19,225 122,886

４ 103,661 19,225 122,886 5,487 765 6,252 0 0 0 98,174 18,460 116,634

５ 98,174 18,460 116,634 4,746 523 5,269 0 0 0 93,428 17,937 111,365
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⑴　各種登録の状況� （6.3.31現在）

区分　　　　　　　　　　　　年度 令和元 ２ ３ ４ ５

戸 籍
本 籍 数（件） 56,897 56,487 56,038 55,458 54,948

本 籍 人 口（人） 132,792 131,447 130,137 128,498 126,897

住

民

基

本

台

帳

日 本 人

世 帯 数（世 帯） 56,568 56,578 56,557 56,354 56,076

人 口（人）

男 56,340 55,852 55,363 54,779 54,045

女 60,793 60,204 59,531 58,667 57,831

計 117,133 116,056 114,894 113,446 111,876

外 国 人

世 帯 数（世 帯） 1,240 1,261 1,050 1,301 1,452

人 口（人）

男 668 682 557 686 760

女 720 701 601 754 830

計 1,388 1,383 1,158 1,440 1,590

印 鑑 登 録 （件） 77,948 77,364 77,075 76,312 75,781

注：外国人住民の世帯数には日本人と外国人で構成される複数国籍世帯 （令和元年度185、

    ２年度184、３年度175、４年度179、５年度183）を含む。

5　戸 　 籍 ・ 住 　 民

⑵　各種届出受理件数

　ア　住民基本台帳関係� （単位：件）

区分　　年度 令和元 ２ ３ ４ ５

転 入 2,250 1,940 1,937 2,513 2,187

うち海外転入 297 78 31 260 336

転 出 1,664 1,507 1,676 1,932 1,889

うち海外転出 187 97 152 226 200

転 居 2,983 3,068 2,803 3,109 2,664

世 帯 変 更 1,227 1,289 1,242 1,361 1,332

計 8,124 7,804 7,658 8,915 8,072

注：転入・転出は、世帯全部転入、世帯全部転出のみ

⑶　謄本・抄本・証明等取扱件数及び手数料

年度

区分

令和３ ４ ５

取扱件数
手数料

取扱件数
手数料

取扱件数
手数料

無料 有料 無料 有料 無料 有料

件 件 円 件 件 円 件 件 円 

戸 籍 関 係 15,250 29,812 17,506,100 12,254 31,767 18,688,300 13,246 33,630 19,700,050 

住 民 票 関 係 11,561 53,457 16,037,100 11,012 52,330 15,699,000 10,918 50,621 15,186,300 

印 鑑 証 明 書 126 25,828 7,748,400 134 26,186 7,855,800 132 25,955 7,786,500 

印 鑑 登 録 9 3,033 909,900 8 2,983 894,900 4 3,012 903,600 

諸 証 明 書 関 係 554 1,443 432,900 415 1,501 450,300 413 1,231 369,300 

自動車臨時運行許可 0 261 195,750 0 240 180,000 0 212 159,000 

船 員 法 関 係 1,883 28 62,830 1,772 27 63,050 1,580 21 46,580 

個人番号カード関係 66 44 35,200 ― ― ― ― ― ―

計 29,449 113,906 42,928,180 25,595 115,034 43,831,350 26,293 114,682 44,151,330 

　イ　戸籍関係� （単位：件）

区分　年度 令和元 ２ ３ ４ ５

出 生 1,142 1,026 1,034 1,000 912

死 亡 1,867 1,996 2,016 2,270 2,036

婚 姻 1,287 1,139 1,038 1,047 994

離 婚 271 264 263 271 276

養子縁組 96 108 80 103 78

養子離縁 36 24 27 35 24

認 知 28 15 20 15 16

転 籍 497 426 404 401 353

入 籍 246 224 210 195 217

分 籍 27 14 20 22 22

訂正･更正 110 109 84 61 68

そ の 他 215 189 179 201 193

計 5,822 5,534 5,375 5,621 5,189
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(4)　手数料

種　　　　　　類 単位 手数料 根拠法令等 改定年月日

戸 籍

謄 ・ 抄 本
戸 籍 １通 450円 新居浜市手数料条例第２条 平成12年4月1日

除 籍 １通 750 〃 〃

記 載 事 項
証 明

戸 籍 １件 350 〃 〃

除 籍 １件 450 〃 〃

受理又は届書記載事項証明
又は届書等情報内容証明

１通 350 〃 令和6年3月1日

戸籍電子証明書提供用
識 別 符 号 通 知 書

１件 400 〃 〃

除籍電子証明書提供用
識 別 符 号 通 知 書

１件 700 〃 〃

住 民 票

写 し（全 部  ・ 一 部） １通 300 〃 平成10年6月1日

閲 覧 １件 300 〃 〃

諸 証 明 １件 300 〃 〃

印 鑑 証 明 手 数 料 １通 300 〃 〃

印 鑑 登 録 証 交 付 手 数 料 １件 300 〃 平成17年4月1日

船舶の航行に関する報告書の証明 １通 2,600 〃 平成14年7月1日

雇入契約のない船長の就退職等の証明 １通 870 〃 〃

船 員 手 帳 記 載 事 項 の 証 明 １通 870 〃 〃

船 員 手 帳 の 交 付 又 は 書 換 え １件 1,950 〃 平成16年4月1日

船 員 手 帳 の 訂 正 １件 430 〃 平成14年7月1日

個 人 番 号 カ ー ド の 再 交 付 １枚 800
行政手続における特定の個人
を識別するための番号の利用
等に関する法律第18条の2

令和3年9月1日

公 的 個 人 認 証 サ ー ビ ス 手 数 料 １件 200

電子署名等に係る地方公共団
体情報システム機構の認証業
務に関する法律第67条第１項
第１号、同項第５号

平成28年1月1日

⑸　法律・行政相談

　　法律相談……‌�昭和59年度から弁護士による相談業務

を開催。開催日は毎週水曜日を原則

　　行政相談……‌�相談員４名で毎月２回第１・第３木

曜日を原則に相談業務を開催

⑺　個人番号カード� （単位：枚）

区分　　　　　　年度 平成30 令和元 ２ ３ ４ ５

交 付 枚 数 1,225 1,980 19,612 22,455 28,528 9,989

交 付 累 計 枚 数 10,959 12,939 32,551 55,006 83,534 93,523

交 付 率 （ ％ ） 9.06 10.79 27.36 46.68 71.63 81.10

更 新 枚 数 － 17 323 100 97 94

電子証明書更新枚数 － 990 4,540 922 642 893

通知カード再交付枚数 1,472 914 168 － － －

⑹　おくやみコーナー

　‌�　死亡に伴う諸手続をサポートする「おくやみコー

ナー」を平成31年３月15日に市民課に開設

� （単位：件）

区分　年度 令和３ ４ 5

対応件数 1,007 1,048 972

135



6　住　　居　　表　　示

　　 ※ 令和６年３月31日現在の全市の住基人口113,466人、世帯数57,528世帯

⑵　町名変更実施状況

　　昭和59年７月１日…… 光明寺一～二丁目、東田一～三丁目、国領一丁目、観音原町、七宝台町、立川町

　　　　　　　　　　　　　（令和６年３月31日現在の該当住基人口3,845人、世帯数1,899世帯）

⑴　住居表示実施状況� （R6.3.31現在）

年度 町　　名　（丁目） 実施日 面積 一町平
均面積 町数 街区数 世帯数 人口

第１年度
大江町・港町・西町・泉池町・泉宮町
･宮西町・中須賀町一～二丁目・西原
町一～三丁目

Ｓ.　　
40.  5.1 1,760,000 160,000 11 93 2,469 4,376

第２年度

磯浦町・惣開町・新田町一～三丁目･
王子町・星越町・前田町・北新町・江
口町・河内町・西の土居町一～二丁目・
滝の宮町（1～8番）

41.  5.1 7,086,000 506,000 14 185 4,045 7,972

第３年度
繁本町・一宮町一丁目（1～3番）・田
所町・若水町一～二丁目・徳常町・新
須賀町一～四丁目・菊本町一～二丁目

42.  5.1 3,021,000 251,000 12 115 2,494 4,537

第４年度

一宮町一丁目（4～14番）～二丁目・
久保田町一～三丁目・高木町・政枝町
一～三丁目・平形町・八雲町・庄内町
一～六丁目・坂井町一～二丁目

43.  5.1 3,067,000 170,000 18 205 6,898 13,785

第５年度
宇高町一～四丁目・沢津町一～三丁目
･東雲町一～二丁目・松の木町・高津
町･桜木町・清水町・南小松原町

46.  5.1 2,664,000 190,000 14 180 5,314 10,357

第６年度

松木町・西喜光地町・松原町・坂井町
三丁目・瀬戸町・寿町・星原町・上
泉町・外山町・岸の上町一～二丁目・
下泉町一～二丁目・城下町・喜光地町
一丁目

48.11.1 3,334,000 222,000 15 194 4,752 8,817

第７年度

喜光地町二丁目・西泉町・西連寺町一
～二丁目・篠場町・山田町・山根町･
中西町・宮原町・吉岡町・中筋町一～
二丁目・北内町一～四丁目・角野新田
町一～三丁目・種子川町

49.10.1 3,777,000 188,000 20 254 4,776 9,687

第８年度

滝の宮町（9～12番）・横水町・本郷
一～三丁目・中村松木一～二丁目・中
萩町・土橋一～二丁目・中村一～四丁
目・上原一～四丁目・御蔵町

50.10.1 3,637,000 202,000 18 223 5,940 11,877

第９年度

東雲町三丁目・郷一～五丁目・高田一
～二丁目・田の上一～二丁目・長岩町
･松神子一～三丁目・又野一～二丁目･
落神町・神郷一～二丁目・清住町

52.  8.1 3,140,000 157,000 20 209 4,243 8,686

第10年度
宇高町五丁目・田の上三～四丁目・八
幡一～三丁目・垣生一～六丁目・松神
子四丁目

55.  5.1 2,444,000 188,000 13 161 3,648 7,791

第11年度
楠崎一～二丁目・又野三丁目・多喜浜
一～六丁目・阿島一～四丁目・荷内町
･黒島一～二丁目

Ｈ.　　　　
18.10.1 5,310,000 331,000 16 193 2,270 4,132

計 171町 39,240,000 229,000 171 2,012 46,849 92,017

㎡　　　　 ㎡ 　　　　　　　　　 世帯　　　  人
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⑴　拠出年金

　ア　年金の種類� （R6.4.1現在）

種　類 受ける要件 年金額

老齢基礎

年 金

10年以上の受給資格期間を満たした人が、65歳

に達したとき支給される。

（60歳から64歳までの間に受け取る繰り上げ受

給や66歳以降に受け取る繰り下げ受給も選択で

きる。）

 816,000

〔813,700〕

障害基礎

年 金

初診日前に国民年金加入期間の　以上保険料納

付済期間（免除期間を含む。）がある人が、加入

中に一定の障害の状態（１･２級）になったとき

に支給される。

１級　1,020,000円〔1,017,125円〕

２級　　816,000円〔　813,700円〕

遺族基礎

年 金

保険料納付済期間が加入期間の　以上あるか、

又は老齢基礎年金の受給資格期間（25年）を満

たしている人が死亡したときに、その人によっ

て生計を維持されていた18歳未満の子（20歳未

満で１･２級障害の子）のある配偶者、又は18

歳未満の子（20歳未満で１･２級障害の子）に支

給される。

子のある配偶者、子の受ける基本額

　816,000円〔813,700円〕

子の受ける加算

１人目・２人目　各234,800円〔S31.4.2以後生まれと同じ〕

３人目以降　　　　78,300円〔S31.4.2以後生まれと同じ〕

寡婦年金

保険料納付済期間（免除期間含む。）が10年以上

ある夫が死亡したときに、婚姻期間が10年以上

続いていて、夫によって生計を維持されていた

妻に60歳から65歳になるまでの間支給される。

夫が受けられたであろう

老齢基礎年金の

死 亡

一 時 金

保険料を３年以上納めた人が、老齢・障害基礎

年金のいずれも受けられないまま死亡し、その

遺族が遺族基礎年金を受けられないときに支給

される。

保険料納付済期間

　 3年以上15年未満 120,000円

　15年以上20年未満 145,000円

　20年以上25年未満 170,000円

　25年以上30年未満 220,000円

　30年以上35年未満 270,000円

　35年以上　　　　 320,000円

　※老齢基礎年金の年金額は、平成21年４月からは上段の係数を、平成21年３月までは下段の係数を乗じる。

　※〔　〕内は昭和31年４月１日以前生まれの者の額。

　イ　保険料（R6.4.1現在）

　　・定額保険料　1カ月　16,980円

　　・付加保険料　1カ月　   400円

7　国　　民　　年　　金

2
3

2
3

3
4

　ウ　被保険者数� （R6.3.31現在・単位：人）

年度　　　　　区分 第１号被保険者数 任意加入者 第３号被保険者数 計

令和元 10,489 172 7,695 18,356

２ 10,267 154 7,479 17,900

３ 10,145 164 7,238 17,547

４ 9,782 165 6,821 16,768

５ 9,568 166 6,487 16,221
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　エ　支給状況� （単位：件・円）

区
分

　
　
　

年
度

旧 法 老 齢 年 金 旧 法 障 害 年 金
遺 族 基 礎 年 金 寡 婦 年 金

新法老齢基礎年金 新法障害基礎年金

件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

令和元
890 304,922,684 47 40,760,225

209 157,297,000 13 5,371,567
35,204 22,852,017,788 2,313 1,978,604,200

２
744 258,017,767 44 38,498,725

214 162,352,290 13 5,382,587
35,455 23,105,688,213 2,370 2,029,162,025

３
643 223,305,232 40 34,750,050

197 148,839,210 12 4,565,469
35,510 23,179,877,572 2,407 2,060,517,800

４
539 186,240,758 36 31,112,000

204 150,928,920 14 5,163,815
35,373 23,055,982,899 2,452 2,088,720,550

５
452 158,348,177 31 27,344,700

208 156,142,372 14 4,964,353
35,385 23,577,337,084 2,529 2,199,437,600

⑵　福祉年金

　ア　年金の種類

種　　類 年金額（令和6年4月現在） 備　　　　考

老齢福祉年金 年額　416,900円 明治44年４月１日以前に生まれた人

　イ　支給状況

区分

年度

老 齢 福 祉 年 金

件数（件） 金額（円）

令和元 0 0

２ 0 0

３ 0 0

４ 0 0

５ 0 0
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　本市は、男女共同参画社会づくりを重要施策に掲げ、

各種施策を積極的に推進している。平成４年３月に新

居浜市女性行動計画（にいはま女性プラン21）を策定

し、施策の系統的進展と効果的な推進を図るため、平

成４年度に女性政策課を新設するとともに、庁内に女

性施策推進会議（女性団体代表者等で構成）を設置し、

女性行動計画の推進について調査・研究を重ねてきた。

　このような状況の下、男女共同参画意識は徐々に進

んでいるが、今日、女性を取り巻く社会環境は、少子・

高齢化の急速な進展をはじめ、働く女性の増加、人々

の価値観やライフスタイルの多様化など、大きく変化

し、男女共同参画社会の実現は、緊急かつ重要な課題

となっている。

　このため、平成12年４月に課名を男女共同参画課に

改称、同年８月に男女共同参画都市宣言を行った。平

成13年６月に新居浜市男女共同参画計画（ともにいき

いき新居浜プラン21）を策定。平成15年10月に新居浜

市男女共同参画推進条例を施行し、同年10月に全国男

女共同参画宣言都市サミットを本市で開催した。

　平成19年４月には、市制施行70周年を記念し、広く

市民から男女共同参画に関する写真及び啓発標語を募

集し、同年８月の市制施行70周年記念にいはま女性

フォーラム'07の席上で表彰を行った。

　平成23年３月に第２次新居浜市男女共同参画計画

（ともにいきいき新居浜プラン21）を策定。

　平成26年度・令和元年度には、男女共同参画に関す

る市民意識調査を実施。

　令和３年３月に第３次新居浜市男女共同参画計画

（ともにいきいき新居浜プラン21）を策定。

　市民との協働により、男女共同参画社会の実現に向

け、効果的な施策の推進を図っている。

　令和４年４月に課名を男女参画・市民相談課に改称。

⑴　男女共同参画推進週間
　‌�　毎年８月１日～７日を男女共同参画推進週間と

し、市民の方々に広く男女共同参画の趣旨を周知し、

男女共同参画の推進への積極的な取組が行われるよ

う重点的に啓発活動等を行っている。

　　・‌�新居浜市立女性総合センターロビー展、図書館

ロビー展の実施

　　・公民館における意識啓発のため各種事業の実施

　　・‌�にいはま女性フォーラムの開催（新型コロナウ

イルス感染拡大により中止）

⑵　男女共同参画社会づくり講演会
　講師：平成26年度　桂　あやめ

　　　　　「女と男、笑いでコミュニケーション」

　　　　平成27年度　白井　　文

　　　　　「‌�～意志決定の場に女性を～ 男女共同参画

と私たちの未来」

8　男 女 共 同 参 画
　　　　平成28年度　村木　厚子

　　　　　「‌�～いまなぜ女性活躍か～　　　　　　　

誰もが活躍できる社会を目指して」

　　　　平成29年度　石蔵　文信

　　　　　「こころとカラダの健康は

　　　　　　　“男女共同参画”から」

　　　　平成30年度　露の団姫

　　　　　「女らしくなく 男らしくなく 自分らしく」

　　　　令和４年度　林家　花丸

　　　　　「男女共同参画」前向きにまるく考える

　　　　令和５年度　山田　　亮

　　　　　「‌�共感力でつなぎあう夫婦・家族・そして

地域」

⑶　男女共同参画に関する意識調査
　‌�　男女共同参画に関する市民の意識や実態を把握

し、男女共同参画計画の策定や見直しに反映させる

ため、５年毎に意識調査を実施。（平成16・21・26・

令和元年度）

⑷　女性国内派遣
　平成27年度　倉敷市　４名

　平成28年度　東京都　２名

　平成29年度　大分市　１名

　平成30年度　広島市　１名

　令和元年度　大阪市　１名

　令和２年度　‌�新型コロナウイルス感染拡大により派

遣中止

⑸　縁結びサポート事業
　‌�　少子化の主な要因の一つである未婚化・晩婚化に

対応するため、結婚を望む未婚の男女への出会いの機

会を提供することにより、結婚の支援を行っている。

　‌�　平成29年９月に「新居浜市縁結びサポートセン

ター」を新居浜市立女性総合センター内に開設し、

お見合いシステムである「愛結び」コーナーを設置、

週４日間運営をしている。令和５年度は、月64人程

度の利用があり、44組のカップルが成立し、７組が

成婚した。交流イベントは、４回開催し、男女106

人が参加、22組のカップルが成立し、１組が成婚し

た。また、結婚サポーターを14人認定し、カップル

から成婚へ向け結婚支援を行っている。

⑹　女性に対する暴力をなくす運動
　‌�　毎年11月12日～25日（女性に対する暴力撤廃国際

日）の「女性に対する暴力をなくす運動」実施期間中、

新居浜市立女性総合センター等にて、暴力根絶のシ

ンボルであるパープルにちなんだ啓発事業を行って

いる。
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　女性の地位向上と社会参加を促進し、就労意識、活

動意欲にこたえ、これらを助長、援助していくための

総合的な活動や交流の拠点施設として平成２年開設。

「健康・交流・学習」をテーマに多くの方が集い、共に

学び職業生活や家庭生活に必要な情報、知識、技能の

習得のほか、スポーツが楽しめ、心がふれあえる施設

としている。

　平成10年４月１日から財団法人新居浜市文化体育振

興事業団に運営管理を委託した。

　平成18年４月１日から指定管理者制度を導入し、施

設の管理運営を公益財団法人新居浜市文化体育振興事

業団に行わせている。

　　指 定 期 間　　令和６年４月１日～

　　　　　　　　　　　令和11年３月31日（5年間）

　　所　在　地　　庄内町四丁目４番19号

　　　　　　　　　　　☎ 37-1700

　　敷 地 面 積　　5,756.85㎡

　　構　　　造　　鉄筋コンクリート造３階建

　　延 床 面 積　　2,088.12㎡

　　建設事業費　　６億7,883万8,000円

　　竣　　　工　　平成２年３月15日

　　駐車場拡張工事費（平成6年度）

　　　　　　　　　４億8,039万6,000円

　　建 物 構 造　１階　　‌�第１講習室（59.40㎡）、相

談室（2部屋・29.60㎡）、談

話ラウンジ・喫茶コーナー

（64.85㎡）、 料 理 実 習 室

（85.47㎡）、図書室（69.56

㎡）、託児室（28.49㎡）、事

務室（39.92㎡）

　　　　　　　　２階　　‌�第２講習室（ＯＡ実習室）

（63.91㎡）、生活科学研修

室（71.50㎡）、研修室（視

聴覚室）･映写室（94.60㎡）、

各種団体連絡室（43.74㎡）、

和室（2部屋86.13㎡）、展示

コーナー（60.00㎡）、ボラ

ンティア作業室（26.74㎡）

　　　　　　　　３階　　‌�軽運動室（118.35㎡）、多目

的ホール（353.40㎡）、放送

室・バルコニー等（266.72㎡）

　　そ　の　他　　駐車収容台数

　　　　　　　　　　自動車　 145台

　　　　　　　　　　自転車等　70台

9　女性総合センター
� （ウイメンズプラザ）

⑴　令和５年度主催事業概要

　ア　再就職援助事業� （単位：人）

事　　業　　名 参加人員

ＣＳ技能評価試験対応講座３級Word 159

ＣＳ技能評価試験対応講座３級Excel 172

ＣＳ技能評価試験（３級Word・Excel） 15

基 礎 か ら は じ め るWord講 座 189

基 礎 か ら は じ め るExcel講 座 178

仕 事 に 使 え るWord＆Excel 139

基 礎 か ら は じ め るJW-CAD講 座 46

E x c e l V B A 講 座 95

　イ　社会参加促進事業� （単位：人）

事　　業　　名 参加人員

ボ ー ル ペ ン 習 字 講 座 161

初 級 英 会 話 講 座 120

楽しみながらコミュニケーション術アップ! 6

Z o o m 基 礎 講 座 37

にいはま女性ネットワーク公開定例会講演会 30

　ウ　生活・教養事業� （単位：人）

事　　業　　名 参加人員

初心者のための楽しみながら覚えるパソコン講座 98

は じ め て 使 うPower Point講 座 97

や さ し い ペ ン 習 字 講 座 85

み ん な 大 好 き！ パ ン 作 り 講 座 42

み ん な 大 好 き！ お 菓 子 作 り 講 座 34

これから始める老後生活資金（金融広報出前講座） 13

　エ　子育て支援事業� （単位：人）

事　　業　　名 参加人員

親 子 で い っ し ょ に 体 操 講 座 114

夏休み親子チャレンジ! 親子で一緒に簡単ピザづくり 17

不思議なオモチャで遊びましょう! （新居浜高専出前講座） 5

音 楽 で あ そ ぼ 2 0 2 3 210

　オ　健康増進事業� （単位：人）

事　　業　　名 参加人員

リ ズ ム 体 操 講 座 1,341

生 き い き ダ ン ス 講 座 523

は つ ら つ 健 康 体 操 講 座 814

ヨ ー ガ 講 座 １ ・ ２ 1,674

ピ ラ テ ィ ス 講 座 262

骨 盤 ダ イ エ ッ ト 講 座 80

からだスッキリ！リンパケア講座 92
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⑵　使用料� （単位:円）

区　分
9時から
12時まで

13時から
17時まで

17時から
22時まで

9時から
22時まで

備考�

第１講習室 440 550 660 1,650

冷房使用
5割増

暖房使用
3割増

（
Ｏ
Ａ
実
習
室
）

第

２

講

習

室

個人使用 220 330 440 990

団体使用
（6人以上）

1,430 2,150 2,860 6,440

料理実習室 660 880 1,100 2,640

軽

運

動

室

個人使用 110 110 110 330

団体使用
（11人以上）

1,100 1,100 1,100 3,300

多目的ホール 3,300 4,950 6,600 14,850

生活科学研修室
（テスト室）

440 550 660 1,650

研 修 室
（視聴覚室）

1,430 2,150 2,860 6,440

和室（茶室付）
（ １ 号 ）

440 550 880 1,870

和 室
（ ２ 号 ）

440 550 880 1,870

　注：‌�申込み時間を延長し、又は繰り上げて使用する

場合の使用料は、１時間を増すごとに現に許可

を受けた使用料の１時間当たりの額に相当する

額とする。この場合において、１時間未満の端

数が生じたときは、30分以上は１時間に切り上

げ、30分未満は切り捨てる。

⑶　利用状況� （単位：人）

年度 令和元 ２ ３ ４ ５

利用者数 50,674 22,176 16,800 27,834 31,738

� （令和5年度）

区 分 別 利 用 者

勤 労 女 性 9,870人

家 庭 女 性 14,819人

そ の 他（男 性･子 供） 7,049人

分 類 不 明 0人

年 齢 階 層 別 利 用 者

3 0 歳 未 満 2,591人

3 0 ～ 3 9 歳 2,053人

4 0 ～ 4 9 歳 3,242人

5 0 歳 以 上 23,852人

分 類 不 明 0人

　

⑴‌�　新居浜市人権尊重のまちづくり条例及び人権施策

基本方針の運用

　‌�　市民一人ひとりのかけがえのない命と人権が尊重

され、安心して生き生きと暮らしていけるまちづく

りを目指して、平成19年３月に「新居浜市人権尊重

のまちづくり条例」を制定した。

　‌�　この条例に基づく施策を効果的に推進するため、

平成21年３月に「新居浜市人権施策基本方針」を策

定し、平成26年３月及び令和３年３月には、これま

での取組みを継承・発展させるとともに新たな課題

にも対応するための見直しを行っている。

⑵　人権相談体制の確立

　‌�　複雑・多様化している人権侵害等による被害者の

救済を図る必要があるため、市民が気軽に相談でき

るよう「人権相談窓口」を設置しており、市民から

寄せられた人権に関わるさまざまな内容の相談に対

応している。

　全国的に風水害、台風、地震などの自然災害が増加

し、各地で甚大な被害が発生しており、その教訓を踏

まえ、災害に強く、市民が安全で安心して暮らすこと

のできるまちづくりを目指し、防災・減災体制の強化

に努める。

⑴　防災計画の策定

　‌�　災害対策基本法の改正をはじめ、国、県の防災計

画が修正されたことから、令和３年度に地域防災計

画の見直しを行った。

⑵　防災無線の設置

　‌�　平成23年４月より、迅速に市民に緊急情報を伝達

するために、別子山・新居浜地域が一体となった同

報系デジタル防災行政無線の運用を開始し、J－

ALERT（全国瞬時警報システム）との接続を行うとと

もに、平成25年４月より、自治会の既設広報塔と接

続し、可聴範囲の拡大を図った。

　‌�　また、平成30年４月より、総務省実証事業により無

線回線の高度化及び情報伝達手段の多様化を図るため

に防災行政無線と連動できるコミュニティＦＭラジオ

11　防　　災　　対　　策

10　人　　権　　擁　　護
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局を開局し、あわせて緊急放送時に自動起動する防災

ラジオの市民への普及をすすめている。その他実証事

業をきっかけに河川・潮位監視カメラ等の改良及び増

設をすすめ、監視体制の強化を図っている。

　‌�　さらに、令和２年４月より、消防防災合同庁舎の

竣工にあわせて、適切な災害対応や円滑な避難行動

に繋げるために、防災情報システムを導入し、河川

水位や避難状況などの情報を集約し、市民・関係機

関との情報共有を図り、被害の未然防止と最小化の

実現をすすめている。

　‌�　加えて、令和４年11月より、災害時等の通信手段

を確保するために、ＩＰ無線機器を導入している。

⑶　防災用品の備蓄

　‌�　毛布、食料品、保存水、簡易トイレ、発電機及び

おむつなど、応急的援護物資を備蓄している。

また、感染症対策として各避難所へマスク、フェイス

シールド、手袋等の衛生用品を配布している。

⑷　啓発活動

　‌�　市民向けの啓発資料の発行・配布、防災講習会の

開催、防災マップの作成などを実施し、市民の防災

意識の高揚を図っている。

⑸　総合防災訓練の実施

　‌�　市民の防災意識の高揚と知識の普及、自主防災組織

の育成と強化、安心と安全のまちづくりを目的に大規

模地震を想定し、地域住民と防災関係機関とが一体と

なり、各校区連合自治会を主体とした大規模災害発生

時に役立つ地域密着型の防災訓練を実施している。

⑹　避難場所案内板の設置

　‌�　災害に備え、市民に避難場所の周知を図り、防災に

対する認識を深めるため、避難場所案内板を設置して

いる。また、津波高の想定に基づいて、避難場所の見

直しを行うとともに、地域の災害環境に関心をもって

いただけるよう標高表示板の設置を行っている。

⑺　自主防災組織の拡充・育成強化

　‌�　「自分のまちは自分たちで守る」という地域連帯感

に基づき、自治会を中心とした自主防災組織の結成

を促進するとともに、活動内容の充実、機能の強化

に向けての働きかけを積極的に推進している。

　‌�　（自主防災組織数）174自治会 299単位自治会

� （R6.4.1現在）　

12　安全・安心のまちづくり

⑻　国民保護計画の周知・啓発

　‌�　武力攻撃事態等における被害を最小限にすること

を目的として、令和４年度に改訂した新居浜市国民

保護計画の周知・啓発を図っている。

⑼　新居浜市防災センターの設置

　‌�　新居浜市防災センターは、市民一人ひとりが「自

助」「共助」について学び、考えることにより、地域

防災力を向上させることを目的として、令和２年４

月オープンした。

　‌�　防災センターでは、災害から身を守り抜くことを

コンセプトに、自分に関わる災害を知り、災害を疑

似体験し、災害対応能力を身に付けられるよう、市

民への防災教育を積極的に推進し、防災意識の向上

を図っている。

⑽　 国土強靱化計画の策定

　‌�　「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防

災・減災等に資する国土強靱化基本法」に基づく新

居浜市国土強靱化地域計画を策定した。

　近年、犯罪が多様化、複雑化、凶暴化しており、防

犯団体、地域住民、警察関係者などとの連携のもとに

防犯意識を高め、心のかよったあたたかい地域づくり

が必要となっている。

　このようなことから、新居浜市民が安全に、かつ、

安心して暮らせる地域社会の実現を図るため、地域の

ふれあいと連携の中で安全・安心のネットワークを形

成し、市、警察、市民、事業者、団体等が一体となっ

た活動を展開することにより、安心・安全のまちづく

りの実現を目指し、平成16年7月21日に新居浜市安全･

安心のまちづくり協議会が結成された。

⑴　新居浜市安全・安心のまちづくり協議会

　　・防犯啓発部会

　　・生活安心部会

⑵　新居浜市安全安心のまちづくり条例の制定

　‌�　犯罪、事故、災害等による被害の未然防止を図り、

安全で住みよい社会を実現するため、平成21年度に

条例を制定した。
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13　交 通 安 全 対 策

⑴　概　要

　‌�　本格的な高速交通・大量交通時代を迎え、新居浜

市の陸上交通の安全に関し、新居浜市交通安全計画

（令和３年度～令和７年度）に基づき、国、県等の関

係機関・団体との緊密な連携のもと、市民の交通安

全意識の高揚に一層努めるとともに、交通事故のな

い安全で快適な新居浜市を目指して、交通安全対策

を積極的に推進する。

　　交通安全意識の高揚

　　・‌�春、秋の全国交通安全運動及び年末の交通安全

県民運動、高齢者交通安全運動等を実施

　　・‌�老人クラブ、婦人会、公民館等と連携、協力し、

各団体の実情に応じた交通安全出前講座を実施

　　・‌�保育園、幼稚園、小・中・高等学校と協力し、

児童、生徒が基本的な交通ルールを習得するこ

とを目的とした交通安全教室を実施

　　・‌�老人クラブ、高齢者教室等の集会を利用して交

通安全教育を実施

　　・高齢者交通安全日（毎月10日）に安全運動を実施

　　・‌�自転車安全利用の日（毎月10日）に安全運動を

実施

　　・交通安全の日（毎月20日）に安全運動を実施

　　・交通指導員

　　　‌�　小・中学校児童生徒を通学時における交通事

故から守る適切な誘導保護、一斉街頭指導、中

･高校生の通学時自転車一斉街頭指導、自転車

の夜間無灯火指導、花火大会等公的行事の交通

指導等を実施

　　　　交通指導員の人員　32人（6.4.1現在）

⑵　交通事故の状況（新居浜署管内）

区　　　　分
令和３年 ４ ５

件数（件）死者（人）傷者（人）件数（件）死者（人）傷者（人）件数（件）死者（人）傷者（人）

時
　
　
間
　
　
帯
　
　
別

0 ～ 2 1 0 3 0 0 0 4 0 4

2 ～ 4 2 0 2 0 0 0 1 1 0

4 ～ 6 0 0 0 4 0 5 2 0 2

6 ～ 8 23 0 24 25 0 27 22 0 22

8 ～ 10 30 0 32 20 1 26 21 1 21

10 ～ 12 27 0 28 34 1 34 23 0 31

12 ～ 14 16 0 18 25 0 29 24 3 23

14 ～ 16 22 0 23 22 0 24 19 0 21

16 ～ 18 50 0 57 35 0 37 27 0 30

18 ～ 20 18 2 20 19 0 20 19 1 0

20 ～ 22 4 0 5 11 0 14 6 0 0

22 ～ 24 3 0 3 4 0 4 2 0 0

⑶　時間帯別の事故（新居浜署管内）

区分� 年 令和元 2 3 4 5

件　数（件） 283 232 196 199 170

事
故
類
型
別

歩行者事故 30 25 21 22 23

自転車事故 50 45 48 43 39

車 両 相 互 193 156 126 129 103

そ の 他 10 6 1 5 5

死　者（人） 1 5 2 2 6

傷　者（人） 320 265 215 220 183
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14　環 　 境 　 政 　 策

　

⑴　環境基本計画の推進

　ア　第３次環境基本計画等の推進

　　‌�　第１次の「環境基本計画」「環境保全行動計画」

を引き継ぎ、また新たな環境問題にも対応するた

め、「第２次環境基本計画及び環境保全行動計画」

を平成26年３月に策定した。環境基本計画は長期

的な目標や施策の基本的な事項について、また環

境保全行動計画は具体的な目標や市民・事業者の

行動指針を定めており、市がめざす環境像「人と

自然が共生するまち」の実現に向けて、環境施策

を推進してきた。平成31年３月に中間見直しを行

い、成果指標及び目標値と市、市民、事業者の取

組について一部修正した。令和５年度は第２次計

画の最終年度となり、脱炭素社会を目指すことな

ど近年の環境を取り巻く社会情勢に対応するた

め、「第３次環境基本計画及び環境保全行動計画」

を令和６年３月に策定した。「歴史を未来につなぐ

　あかがねのまち　ゼロカーボンシティにいは

ま」を目指す環境像として掲げ、計画に基づき環

境施策を引き続き推進していく。

　イ　年次報告書

　　‌�　新居浜市環境基本条例第10条の規定に基づき、

令和４年度の環境施策の実施状況や環境の状況を

とりまとめた「にいはまの環境報告書」を作成し、

公表した。

　ウ　にいはま環境市民会議

　　‌�　平成19年7月設立。市と協働で環境保全活動の

推進に取り組む。令和５年度は、市の委託事業と

して炭焼き体験学習、自然観察体験会、自然観察

セミナー、自転車利用促進CO2削減見える化運動、

ごみ減量・３Ｒ活動推進講習会などを実施した。

� 区分
違反別

令和3年 令和4年 令和5年

人　数 死者数 傷者数 人　数 死者数 傷者数 人　数 死者数 傷者数

最 高 速 度 1 1 

右 側 通 行 3 2 

追 い 越 し 1 1 

歩 行 者 妨 害 6 2 9 

自 転 車 妨 害 3 3 1 

酒 酔 い 1 

信 号 無 視 9 1 10 12 1 

横 断 ・ 転 回 等 1 

右 折 違 反 2 3 1 

左 折 違 反 4 1 4 1 

優 先 通 行 妨 害 3 1 

交 差 点 安 全 進 行 79 41 60 1 36 75 44 

徐 行 9 4 20 9 14 3 

一 時 不 停 止 18 4 20 3 13 1 2 

過 労 運 転 1 

運 転 操 作 不 適 7 1 8 1 7 

前 方 不 注 視 44 2 41 1 40 1 

動 静 不 注 視 41 19 37 17 31 16 

安 全 不 確 認 52 14 71 21 31 10 

安 全 速 度 2 2 7 6 5 4 

歩 行 者 違 反 6 1 5 10 1 10 5 1 4 

そ の 他 の 違 反
違 反 な し 105 100 94 86 85 3 77 

⑷　法令違反別交通事故

　※ 人数は第１当事者及び第２当事者の計
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１５ 環 境 衛 生

予防状況 （単位：頭）

区分 年度 30 令和元 ２ ３ ４

予 防 接 種 数 3,8123,8393,7764,1874,244

送致数（引取り、その他） 61 46 41 19 11

葬 祭 具 （単位：円）

使用料区分

区 分

使 用 料

大 人 小 人

祭 壇 一 式
（仏式又は神式）

45,000 45,000

仏 、 神 具 一 式
（棺箱、箱、その他）

19,000 16,500

� 地球温暖化対策の推進

ア 新居浜市地球温暖化対策地域計画の推進

新居浜市の自然的・社会的特性と現状を踏まえ、

市内全域から排出される温室効果ガスの排出抑制

に向け、市民、事業者、行政等の各主体が地球温暖

化対策の現状を正しく理解し、各々の役割に応じ

た取組を総合的かつ計画的に推進していくことを

目的に、「新居浜市地球温暖化対策地域計画」を平

成25年３月に策定した。令和３年３月に改定を行

い、脱炭素社会の実現に向けて、2050年度までに二

酸化炭素実質排出量ゼロを目指して取り組んでい

くこと（ゼロカーボンシティ）を表明した。

イ 新居浜市地球高温化対策地域協議会

平成21年11月設立。市民・事業者・行政等が協

働して、新居浜市における地球温暖化対策等を協

議し、継続的に取り組んでいる。令和４年度は、出

前講座の実施、ロビー展、運転免許更新時にエコド

ライブ啓発チラシの配布、定期的な市政だよりへ

の記事の掲載などを行った。また、マイクロプラス

チックの発生抑生のため、プラごみ清掃を実施し

た。

ウ 電動アシスト自転車購入支援

高齢者の移動手段の確保による地域のコミュニ

ティの活性化、高齢者ドライバーの免許返納の促

進、温室効果ガスの排出抑制による地球温暖化対

策の推進を目的として、65歳以上の市民を対象に、

電動アシスト自転車の購入支援補助金を交付した。

令和４年度購入補助件数 179件

（うち免許返納者 61件）

� 予防業務

ア 狂犬病予防

狂犬病予防法により、毎年１回、市内各所を巡回

して集合注射と犬の登録を実施している。

犬の登録は生涯１回。（登録手数料3,000円、集合

注射料3,100円）

また、野犬対策については、自治会等の協力によ

り、捕獲箱を設置して捕獲に努めている。

イ こん虫駆除

公共発生源等で衛生害虫（蚊・ハエ）の発生が見

られた場合は、調査・対応を行っている。

� 公営葬儀

華美になりがちな葬祭の状況を見直して、市民が

簡素、低廉にしかも厳粛に営むことができる葬儀を

行うことにより、市民の生活改善に寄与することを

目的に昭和54年10月から公営葬儀を実施している。

この公営葬儀は、祭壇の飾り付け、仏神具及び葬祭

用品の供与並びに霊柩自動車の運行を行うもので、

運営については業者に委託している。

ア 葬祭具・霊柩自動車使用料

次の各表により算定した額に100分の110を乗じ

て得た額。（10円未満は切捨て）
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エ　Ni-EMSによる進行管理

　　‌�　新居浜市独自の環境マネジメントシステムNi-

EMS（通称ニームス）により、省エネ活動の推進と

環境関連計画の進行管理に努めている。

⑵　地球温暖化対策の推進

　ア　新居浜市地球温暖化対策地域計画の推進

　　‌�　新居浜市の自然的・社会的特性と現状を踏まえ、

市内全域から排出される温室効果ガスの排出抑制

に向け、市民、事業者、行政等の各主体が地球温

暖化対策の現状を正しく理解し、各々の役割に応

じた取組を総合的かつ計画的に推進していくこと

を目的に、「新居浜市地球温暖化対策地域計画」を

平成25年３月に策定した。令和３年３月に改定を

行い、脱炭素社会の実現に向けて、2050年二酸化

炭素実質排出量ゼロに取り組むこと（ゼロカーボ

ンシティ）を表明した。令和５年度は、上位計画

である「第３次環境基本計画」の策定によって、

昨今の国内外の動向を踏まえた目標や取組内容の

追加修正のため、令和６年３月に計画の一部を改

訂した。

　イ　新居浜市地球高温化対策地域協議会

　　‌�　平成21年11月設立。市民・事業者・行政等が協

働して、新居浜市における地球温暖化防止対策等

を協議し、継続的に取り組んでいる。令和５年度

は、総会、記念環境学習講座の実施、出前講座の

実施、ロビー展、啓発チラシの配布、市政だより

への記事の掲載などを行った。

　ウ　電動アシスト自転車購入支援

　　‌�　高齢者の移動手段の確保による地域のコミュニ

ティの活性化、高齢者ドライバーの免許返納の促

進、温室効果ガスの排出抑制による地球温暖化対

策の推進を目的として、65歳以上の市民を対象に、

電動アシスト自転車の購入支援補助金を交付した。

　　　令和５年度購入補助件数　129件

　　　　　　  （うち免許返納者　51件）

　エ　個人向け太陽光発電設備導入支援

　　‌�　地球環境への負荷が少ない脱炭素社会の実現に

寄与するとともに、環境保全意識の高揚を図るこ

とを目的として、国の地域脱炭素移行・再エネ推

進交付金（重点対策加速化事業）を活用し、個人

向け太陽光発電設備の導入に対して支援補助金を

交付した。

　　　令和５年度補助件数　　 　18件

　

⑴　予防業務

　ア　狂犬病予防

　　‌�　狂犬病予防法により、毎年１回、市内各所を巡

回して集合注射と犬の登録を実施している。

　　‌�　犬の登録は生涯１回。（登録手数料3,000円、集

合注射料3,100円）

　　‌�　また、野犬対策については、自治会等の協力に

より、捕獲箱を設置して捕獲に努めている。

　イ　こん虫駆除

　　‌�　公共発生源等で衛生害虫（蚊・ハエ）の発生が

見られた場合は、調査・対応を行っている。

⑵　公営葬儀

　　‌�　華美になりがちな葬祭の状況を見直して、市民

が簡素、低廉にしかも厳粛に営むことができる葬

儀を行うことにより、市民の生活改善に寄与する

ことを目的に昭和54年10月から公営葬儀を実施し

ている。

　　‌�　この公営葬儀は、祭壇の飾り付け、仏神具及び

葬祭用品の供与並びに霊柩自動車の運行を行うも

ので、運営については業者に委託している。

　　　※令和５年度をもって廃止

　　ア　葬祭具・霊柩自動車使用料

　　　‌�　次の各表により算定した額に100分の110を乗

じて得た額。（10円未満は切捨て）

15　環 　 境 　 衛 　 生

区分� 年度 令和元 ２ ３ ４ ５

予防接種数 3,839 3,776 4,187 4,244 4,301

送致数（引取り、その他） 46 41 19 11 19

　予防状況� （単位：頭）
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(令和5.1.1 改定)

５

36

５

1,750

47

0

1,495

　イ　平尾墓園

　　‌�　平尾墓園は、市の中心部から東へ５㎞、市街地

を見下ろす山腹の景勝地に建設したもので、緑地

自然林を背景に公園化した墓園である。

　　‌�　昭和51年度から墓園の造成工事に着手し、昭和

56年度までに第１平尾墓園として1,530区画を設

置、昭和59年度、60年度に第２平尾墓園として501

区画を設置した。また、第３平尾墓園として平成

２年度に第１工区511区画、平成６年度に第２工区

517区画、平成11年度に第３工区301区画、平成14

年度に第４工区416区画の1,745区画を設置した。

　　‌�　平成21年６月に新規使用許可が満了したことか

ら、第２平尾墓園内に合葬式納骨施設を設置し、

平成22年度から供用を開始した。

　　‌�　平成29年度及び令和３年度に、それぞれ１体用

納骨壇１基100区画（100体用）を増設した。
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区 分 第 １ 平 尾 墓 園 第 ２ 平 尾 墓 園 第 ３ 平 尾 墓 園

所 在 地 観音原町甲894番地の１ 観音原町乙106番地の２ 郷乙154番地の３

敷 地 面 積 （㎡） 9,950 5,061 15,098

墓 域 面 積 （㎡） 6,415 5,061 7,305

１区 画 面 積 （㎡） 3.3 3.3 3.3

墓所区画数（区画） 1,530 501 1,745

主 な 施 設 管理事務所・休憩所（東屋・パーゴラ）トイレ・駐車場・給水施設・照明灯

総 事 業 費（千円） 252,179 86,459 507,491

永 代 使 用 料（円） １区画 525,000

管 理 料（円） １区画 １年につき 2,500

区 分 第 ２ 平 尾 墓 園 合 葬 式 納 骨 施 設

所 在 地 観音原町乙106番地の２

構 造 鉄筋コンクリート造平家建

延床面積（㎡） 174.92

開 設 年 月 平成22年４月

主 な 設 備
合葬式納骨檀（1体用）4基400区画（400体分） 合葬式納骨檀（2体用）5基300区画（600体分）
合葬室10� 管理人室１室 ソーラー発電設備ほか

使 用 期 間 合葬式納骨檀は最長25年間 合葬室は永代

使 用 料
合葬式納骨檀（１体用）…1年につき11，000円 合葬式納骨檀（2体用）…1年につき22,000円
合葬室…1体につき11，000円

� 環境保全

新居浜市は、元禄４年の別子銅山の開坑に始まり、

住友各社を中心として東予新産業都市の中核の位置

を占めるに至った。

産業の発展は、公害の発生、自然の破壊等の社会的

な問題を招く結果となった。近年は、法体系の整備と

企業努力等により、産業活動による環境汚染は改善

されている反面、生活様式の多様化・高度化によっ

て環境問題の内容も多岐にわたっている。

ア 公害対策の概要

ア� 大気汚染監視測定体制

大気汚染の監視は、昭和42年12月に二酸化硫

黄及び浮遊粉じんの測定機を設置して以来、整

備を図ってきた。これらの測定結果は現在、県が

設置したテレメーターシステムにより常時監視さ

れており、ホームページで公開されている。

イ� 水質汚濁対策

市内河川９地点について定期的に水質調査を

実施している。また、環境保全協定締結事業所の

工場排水について水質調査を実施している。

ウ� 悪臭対策

悪臭の対策については、苦情発生に伴って、事

業場への立入検査等を実施し、規制指導を行っ

ている。

エ� 騒音対策

騒音の対策については、騒音規制法及び愛媛

県公害防止条例による各種届出書類の受理及び

規制指導を行っている。また、環境騒音（一般地

域及び道路に面する地域）や工場騒音の測定を

実施している。

オ� 振動対策

振動の対策については、昭和55年度から振動

規制法による各種届出書類の受理及び規制指導

を行っている。

測定局名

測定項目

高
津

多
喜
浜

泉
川

金
子

中
村

二 酸 化 硫 黄 ○ ○ ● ● ● イ 年次別公害苦情処理件数 （単位：件）

浮遊粒子状物質 ○ ○ ● ● ● 種類
年度

大気 水質 騒音 振動 悪臭
土壌
地盤

その他 計
窒 素 酸 化 物 ○ ● ● ●

30

令和元

２

３

４

63

41

67

36

63

6

2

4

4

2

10

11

11

9

10

0

0

1

1

0

4

3

8

3

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

83

57

91

53

79

オ キ シ ダ ン ト ○ ● ● ●

炭 化 水 素 ○ ●

風 向 ・ 風 速 ○ ○ ● ● ●

微小粒子状物質 ● ●

○：新居浜市測定 ●：愛媛県測定
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種類
年度

大気 水質 騒音 振動 悪臭
土壌
地盤

その他 計

令和元 41 2 11 0 3 0 0 57

2 67 4 11 1 8 0 0 91

3 36 4 9 1 3 0 0 53

4 63 2 10 0 2 0 2 79

5 54 1 9 0 2 0 0 66
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協定締結年月日 協定締結企業（組合）名

昭和45年12月28日

昭和51年11月20日

昭和52年 2月 8日

平成21年11月 4日

〃

〃

〃

〃

〃

〃

住友金属鉱山株式会社東予製錬所

新居浜工業団地協同組合

協同組合新居浜重機械工業団地

住友金属鉱山株式会社

住友化学株式会社

住友重機械工業株式会社

住友共同電力株式会社

日本エイアンドエル株式会社

日本ケッチェン株式会社

住友重機械ハイマテックス株式会社

１６ 生 活 環 境

区 分
委託業者 許 可 業 者

計
し 尿 し 尿 浄化汚泥

収集量（�） 310 12,845 15,290 28,445

車 両（台） 262 7,767 5,113 13,142

区 分 適 用 範 囲 料 金 （円）

し
尿

処
理

従量制 し尿の収集、運搬

18リットルにつき
220

18リットルに満た
ない端数につき

110

ウ 環境保全協定

地域住民の健康の保護と生活環境の保全を図る

ため、新居浜市と企業との間に環境保全協定を締

結している。現在の協定の締結状況は次のとおり

である。

� し尿処理

ア 収集方法

一般家庭のし尿収集は、市域を区分して、令和３

年度は、許可業者３業者と委託業者２業者により

収集をした。

令和４年度委託料 12,654,294円

イ 収集状況 （令和４年度）

ウ 処理手数料

し尿処理手数料については、次の表により算定

した額を手数料として徴収している。

（令和元．10．1改定）

エ 浄化槽設置整備事業

生活雑排水が河川の水質汚染の原因の中でも大

きなウエイトを占めていることが指摘されている。

そこで、し尿と生活雑排水をまとめて各家庭で

処理できる合併処理浄化槽の設置整備事業を昭和

63年度から行っている。

令和４年度補助設置基数 11基

総事業費 3,652,000円

令和４年度までの補助事業設置累計は2,171基と

なっている。

� ごみ処理

ア 一般廃棄物（ごみ）処理基本計画

ごみ処理については、第六次長期総合計画にお

いて、ごみの発生抑制と資源循環の推進、適正かつ

安定的なごみ処理体制の確立等を目標として定め

ているが、その長期計画をさらに具体化し、計画的・

総合的なごみ処理行政を推進していくための施策

を検討したもので、平成４年３月に策定され、平成

９年３月、平成15年３月、平成23年11月及び令和３

年３月に見直しを行った。

イ 収集の方法

昭和30年から家庭ごみの収集を開始したが、当

時は可燃物と不燃物の２分別であった。ごみ質の

変化等に伴い昭和53年から不燃物について破砕と

埋立の２分別とし、また昭和59年には「乾電池」を

有害ごみとして分別収集を開始した。

平成２年10月からは耐久消費財の増加により、

大型ごみの２分別収集（破砕・埋立）を開始し、こ

れにより６種分別となり種別ごとに曜日を決めた

収集体制とした。

平成６年４月からごみの減量化・資源化を図る

ため「新６種分別」（燃やすごみ、資源ごみ（びん・

缶）、プラスチックごみ、雑ごみ、有害ごみ、大型ご

み）へ移行し、12月から完全実施とした。

新６種分別を推進し、分別の徹底と適正な処理

のために平成10年４月から、ごみ袋の透明・白色

半透明化を導入し、７月から全市一斉に実施した。

平成13年度から、大型ごみをステーション方式

から戸別収集方式に変更した。

平成18年度からリサイクルを進め、埋立ごみを

減らすため、古紙類、ペットボトル、小型破砕ごみ

の３つの新しい区別を加えた９種分別を実施した。

平成21年10月からは、新９種分別（燃やすごみ、

プラスチック製容器包装、びん・缶、有害ごみ、ペッ

トボトル、古紙類、不燃ごみ、大型ごみ）を実施し、

現在は、平成28年10月から布類を区分し、10種分別

により収集している。

なお、収集業務は全て業者に委託している。

また、独居高齢者等で、ごみ出しが困難な世帯へ

の戸別収集（ふれあい収集）を平成21年から実施し

ている。
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協定締結年月日 協定締結企業（組合）名

昭和45年12月28日

昭和51年11月20日

昭和52年 2月 8日

平成21年11月 4日

〃

〃

〃

〃

〃

〃

住友金属鉱山株式会社東予製錬所

新居浜工業団地協同組合

協同組合新居浜重機械工業団地

住友金属鉱山株式会社

住友化学株式会社

住友重機械工業株式会社

住友共同電力株式会社

日本エイアンドエル株式会社

日本ケッチェン株式会社

住友重機械ハイマテックス株式会社

１６ 生 活 環 境

区 分
委託業者 許 可 業 者

計
し 尿 し 尿 浄化汚泥

収集量（�） 310 12,845 15,290 28,445

車 両（台） 262 7,767 5,113 13,142

区 分 適 用 範 囲 料 金 （円）

し
尿

処
理

従量制 し尿の収集、運搬

18リットルにつき
220

18リットルに満た
ない端数につき

110

ウ 環境保全協定

地域住民の健康の保護と生活環境の保全を図る

ため、新居浜市と企業との間に環境保全協定を締

結している。現在の協定の締結状況は次のとおり

である。

� し尿処理

ア 収集方法

一般家庭のし尿収集は、市域を区分して、令和３

年度は、許可業者３業者と委託業者２業者により

収集をした。

令和４年度委託料 12,654,294円

イ 収集状況 （令和４年度）

ウ 処理手数料

し尿処理手数料については、次の表により算定

した額を手数料として徴収している。

（令和元．10．1改定）

エ 浄化槽設置整備事業

生活雑排水が河川の水質汚染の原因の中でも大

きなウエイトを占めていることが指摘されている。

そこで、し尿と生活雑排水をまとめて各家庭で

処理できる合併処理浄化槽の設置整備事業を昭和

63年度から行っている。

令和４年度補助設置基数 11基

総事業費 3,652,000円

令和４年度までの補助事業設置累計は2,171基と

なっている。

� ごみ処理

ア 一般廃棄物（ごみ）処理基本計画

ごみ処理については、第六次長期総合計画にお

いて、ごみの発生抑制と資源循環の推進、適正かつ

安定的なごみ処理体制の確立等を目標として定め

ているが、その長期計画をさらに具体化し、計画的・

総合的なごみ処理行政を推進していくための施策

を検討したもので、平成４年３月に策定され、平成

９年３月、平成15年３月、平成23年11月及び令和３

年３月に見直しを行った。

イ 収集の方法

昭和30年から家庭ごみの収集を開始したが、当

時は可燃物と不燃物の２分別であった。ごみ質の

変化等に伴い昭和53年から不燃物について破砕と

埋立の２分別とし、また昭和59年には「乾電池」を

有害ごみとして分別収集を開始した。

平成２年10月からは耐久消費財の増加により、

大型ごみの２分別収集（破砕・埋立）を開始し、こ

れにより６種分別となり種別ごとに曜日を決めた

収集体制とした。

平成６年４月からごみの減量化・資源化を図る

ため「新６種分別」（燃やすごみ、資源ごみ（びん・

缶）、プラスチックごみ、雑ごみ、有害ごみ、大型ご

み）へ移行し、12月から完全実施とした。

新６種分別を推進し、分別の徹底と適正な処理

のために平成10年４月から、ごみ袋の透明・白色

半透明化を導入し、７月から全市一斉に実施した。

平成13年度から、大型ごみをステーション方式

から戸別収集方式に変更した。

平成18年度からリサイクルを進め、埋立ごみを

減らすため、古紙類、ペットボトル、小型破砕ごみ

の３つの新しい区別を加えた９種分別を実施した。

平成21年10月からは、新９種分別（燃やすごみ、

プラスチック製容器包装、びん・缶、有害ごみ、ペッ

トボトル、古紙類、不燃ごみ、大型ごみ）を実施し、

現在は、平成28年10月から布類を区分し、10種分別

により収集している。

なお、収集業務は全て業者に委託している。

また、独居高齢者等で、ごみ出しが困難な世帯へ

の戸別収集（ふれあい収集）を平成21年から実施し

ている。
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253

126

　 　

16　生 　 活 　 環 　 境

　

⑴　し尿処理

　ア　収集方法

　　‌�　一般家庭のし尿収集は、市域を区分して、令和

５年度は、許可業者３業者と委託業者２業者によ

り収集をした。

　　　令和５年度委託料　12,667,446円

　イ　収集状況� （令和5年度）

　

　ウ　処理手数料

　　‌�　し尿処理手数料については、次の表により算

定した額を手数料として徴収している。

� （令和6.4.1改定）

　エ　浄化槽設置整備事業
　　‌�　生活雑排水が河川の水質汚染の原因の中でも大

きなウエイトを占めていることが指摘されている。

　　‌�　そこで、し尿と生活雑排水をまとめて各家庭で

処理できる合併処理浄化槽の設置整備事業を昭和

63年度から行っている。

　　　令和５年度 補助設置基数　　  42基

　　　　　　　　 総事業費　27,166,000円

　　‌�　令和５年度までの補助事業設置累計は2,213基

となっている。

⑵　ごみ処理
　ア　一般廃棄物（ごみ）処理基本計画
　　‌�　ごみ処理については、第六次長期総合計画にお

いて、ごみの発生抑制と資源循環の推進、適正か

つ安定的なごみ処理体制の確立等を目標として定

めているが、その長期計画をさらに具体化し、計

画的・総合的なごみ処理行政を推進していくため

の施策を検討したもので、平成４年３月に策定さ

れ、平成９年３月、平成15年３月、平成23年11月

及び令和３年３月に見直しを行った。

　イ　収集の方法
　　‌�　昭和30年から家庭ごみの収集を開始したが、当

時は可燃物と不燃物の２分別であった。ごみ質の

変化等に伴い昭和53年から不燃物について破砕と

埋立の２分別とし、また昭和59年には「乾電池」

を有害ごみとして分別収集を開始した。

　　‌�　平成２年10月からは耐久消費財の増加により、

大型ごみの２分別収集（破砕・埋立）を開始し、

これにより６種分別となり種別ごとに曜日を決め

た収集体制とした。

　　‌�　平成６年４月からごみの減量化・資源化を図る

ため「新６種分別」（燃やすごみ、資源ごみ（びん・

缶）、プラスチックごみ、雑ごみ、有害ごみ、大

型ごみ）へ移行し、12月から完全実施とした。

　　‌�　新６種分別を推進し、分別の徹底と適正な処理

のために平成10年４月から、ごみ袋の透明・白色

半透明化を導入し、７月から全市一斉に実施した。

　　‌�　平成13年度から、大型ごみをステーション方式

から戸別収集方式に変更した。

　　‌�　平成18年度からリサイクルを進め、埋立ごみを

減らすため、古紙類、ペットボトル、小型破砕ごみ

の３つの新しい区別を加えた９種分別を実施した。

　　‌�　平成21年10月からは、新９種分別（燃やすごみ、

プラスチック製容器包装、びん・缶、有害ごみ、ペッ

トボトル、古紙類、不燃ごみ、大型ごみ）を実施し、

現在は、平成28年10月から布類を区分し、10種分

別により収集している。

　　‌�　なお、収集業務は全て業者に委託している。

　　‌�　また、独居高齢者等で、ごみ出しが困難な世帯

への戸別収集（ふれあい収集）を平成21年から実

施している。

区　分
委託業者 許可業者

計
し尿 し尿 浄化汚泥

収集量(kℓ) 308 12,484 14,875 27,667

車　両(台） 224 7,518 4,980 12,722
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ウ ごみ量 （単位：ｔ）

収 集 量 （パトロール車の収集は含まない。）
直 接
搬入量区分

年度
燃やす
ご み

プラスチック
製容器包装 びん 缶 古紙類 布類

ペット
ボトル

有害ごみ 不燃ごみ 大型ごみ 合 計

29 20,434 1,121 790 263 1,769 54 207 43 398 521 25,600 19,728

30 20,168 1,082 766 222 1,657 44 217 35 400 429 25,020 20,237

令和元 20,107 1,055 753 209 1,588 44 219 38 366 436 24,815 20,549

２ 19,946 1,074 634 218 1,453 46 223 37 347 448 24,426 20,139

３ 19,736 1,052 736 218 1,428 39 224 38 340 511 24,322 19,026

４ 19,466 1,003 659 188 1,429 41 228 35 391 508 23,948 19,064

注：合計量は、各項目を端数処理したものの単純合計。
布類は平成28年10月から開始。

エ 収集委託の状況（令和元年10月～）

市内（大島・別子山地区を除く） 大 島 地 区 別 子 山 地 区

燃 や す ご み ５業者 機械車（2ｔ積）11台

１業者 小型ダンプ車

（0.7ｔ積）1台

１業者 ダンプ車（2ｔ積）1台

プラスチック製
容 器 包 装

３業者 機械車（2ｔ積）3台

びん･缶･有害ごみ １業者 ダンプ車（2ｔ積）4台

古 紙 類 ３業者 ダンプ車（2ｔ積）3台

不燃ごみ・布類 １業者 ダンプ車（2ｔ積）1台

ペ ッ ト ボ ト ル １業者
機械車（2ｔ積）1台
軽四貨物車 1台

大 型 ご み ２業者
ダンプ車（2ｔ積）2台
軽四貨物車 2台

ふ れ あ い 収 集
１業者（車輌は収集先・収集
件数により適宜対応）

注：令和４年度委託料 3億1,551万263円

オ 処理手数料

市の収集計画によって収集される一般家庭のご

みについては、収集・運搬の手数料は無料として

いる。施設への直接搬入ごみ、戸別収集の大型ごみ、

動物の死体、し尿及び産業廃棄物の処理手数料に

ついては、次の表により算定した額を手数料とし

て徴収している。

一般廃棄物処理手数料

種 別 区 分 金 額

ご み
市の施設に搬入し、市が処
分をするとき。

基本手数料 １回につき 500円

加算額手数料 50キログラムを超える10キログラムまでごとに100円

犬猫等の死体 市の施設に搬入し、市が処分をするとき。 １体につき 300円

大 型 ご み 市が収集、運搬及び処分をするとき。 １点につき 200円

し 尿 市が収集及び運搬をするとき。
18リットルにつき 220円
18リットルに満たない端数につき 110円

備考

１ 「大型ごみ」とは、一般廃棄物処理計画に規定する大型ごみをいう。

２ 搬入したごみが50キログラムを超える場合の手数料の額は、基本手数料に加算額手数料を加算して得た額と

する。
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ウ ごみ量 （単位：ｔ）

収 集 量 （パトロール車の収集は含まない。）
直 接
搬入量区分

年度
燃やす
ご み

プラスチック
製容器包装 びん 缶 古紙類 布類

ペット
ボトル

有害ごみ 不燃ごみ 大型ごみ 合 計

29 20,434 1,121 790 263 1,769 54 207 43 398 521 25,600 19,728

30 20,168 1,082 766 222 1,657 44 217 35 400 429 25,020 20,237

令和元 20,107 1,055 753 209 1,588 44 219 38 366 436 24,815 20,549

２ 19,946 1,074 634 218 1,453 46 223 37 347 448 24,426 20,139

３ 19,736 1,052 736 218 1,428 39 224 38 340 511 24,322 19,026

４ 19,466 1,003 659 188 1,429 41 228 35 391 508 23,948 19,064

注：合計量は、各項目を端数処理したものの単純合計。
布類は平成28年10月から開始。

エ 収集委託の状況（令和元年10月～）

市内（大島・別子山地区を除く） 大 島 地 区 別 子 山 地 区

燃 や す ご み ５業者 機械車（2ｔ積）11台

１業者 小型ダンプ車

（0.7ｔ積）1台

１業者 ダンプ車（2ｔ積）1台

プラスチック製
容 器 包 装

３業者 機械車（2ｔ積）3台

びん･缶･有害ごみ １業者 ダンプ車（2ｔ積）4台

古 紙 類 ３業者 ダンプ車（2ｔ積）3台

不燃ごみ・布類 １業者 ダンプ車（2ｔ積）1台

ペ ッ ト ボ ト ル １業者
機械車（2ｔ積）1台
軽四貨物車 1台

大 型 ご み ２業者
ダンプ車（2ｔ積）2台
軽四貨物車 2台

ふ れ あ い 収 集
１業者（車輌は収集先・収集
件数により適宜対応）

注：令和４年度委託料 3億1,551万263円

オ 処理手数料

市の収集計画によって収集される一般家庭のご

みについては、収集・運搬の手数料は無料として

いる。施設への直接搬入ごみ、戸別収集の大型ごみ、

動物の死体、し尿及び産業廃棄物の処理手数料に

ついては、次の表により算定した額を手数料とし

て徴収している。

一般廃棄物処理手数料

種 別 区 分 金 額

ご み
市の施設に搬入し、市が処
分をするとき。

基本手数料 １回につき 500円

加算額手数料 50キログラムを超える10キログラムまでごとに100円

犬猫等の死体 市の施設に搬入し、市が処分をするとき。 １体につき 300円

大 型 ご み 市が収集、運搬及び処分をするとき。 １点につき 200円

し 尿 市が収集及び運搬をするとき。
18リットルにつき 220円
18リットルに満たない端数につき 110円

備考

１ 「大型ごみ」とは、一般廃棄物処理計画に規定する大型ごみをいう。

２ 搬入したごみが50キログラムを超える場合の手数料の額は、基本手数料に加算額手数料を加算して得た額と

する。
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126

　エ　収集委託の状況（令和4年10月～）

　　注：令和５年度委託料　3億3,385万3,280円

　オ　処理手数料

　　‌�　市の収集計画によって収集される一般家庭のご

みについては、収集・運搬の手数料は無料として

いる。施設への直接搬入ごみ、戸別収集の大型ごみ、

動物の死体、し尿及び産業廃棄物の処理手数料に

ついては、次の表により算定した額を手数料とし

て徴収している。

　　注：‌�合計量は、各項目を端数処理したものの単純合計。

　ウ　ごみ量� （単位：ｔ）

収 集 量（パトロール車の収集は含まない。）
直　接
搬入量区分

年度
燃やす
ごみ

プラスチック
製容器包装

びん 缶 古紙類 布類
ペット
ボトル

有害ごみ 不燃ごみ 大型ごみ 合　計

平成30 20,168 1,082 766 222 1,657 44 217 35 400 429 25,020 20,237

令和元 20,107 1,055 753 209 1,588 44 219 38 366 436 24,815 20,549

２ 19,946 1,074 634 218 1,453 46 223 37 347 448 24,426 20,139

３ 19,736 1,052 736 218 1,428 39 224 38 340 511 24,322 19,026

４ 19,466 1,003 659 188 1,429 41 228 35 391 508 23,948 19,064

５ 18,658 992 632 180 1,275 29 223 35 333 166 22,523 16,015

7
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産業廃棄物処理手数料

区 分 金 額

市長が種類その他処分に関する事項を定め
て告示したものを市の施設に搬入し、市が
処分をするとき。

基本手数料 １回につき 500円

加算額手数料 50キログラムを超える10キログラムまでごとに100円

備考

搬入したごみが50キログラムを超える場合の手数料の額は、基本手数料に加算額手数料を加算して得た額とする。

カ 資源ごみ持ち去り禁止

ごみステーションに排出された、資源ごみ（古紙、

びん、缶、ペットボトル等）を無断で持ち去る行為

が各地で発生したことに対応し、新居浜市廃棄物

の処理及び清掃に関する条例の一部を改正した。

（平成21年10月1日施行）

キ 資源ごみ集団回収の推進

平成２年10月から、ごみの資源化・減量化の推

進を目的として資源ごみの回収活動を行っている

自治会や学校ＰＴＡ等の市民団体に回収量に応じ

た奨励金を交付して、その活動を奨励する「資源ご

み集団回収推進事業」を実施している。

令和４年度 166団体

資源回収量 1,078,252．9㎏

奨 励 金 額 5,348,497円

ク 家庭における生ごみ減量の推進

ごみの総排出量の多くを占める生ごみを減量す

るため、平成３年度からコンポスト、平成７年度か

ら密閉式容器、平成12年度から電気式生ごみ処理

機を設置する者に対し、補助金を交付している。

令和４年度 コンポスト 58基

密閉式容器 27基

電気式生ごみ処理機 29基

補助金額 709，500円

また、平成22年度からは、家庭で比較的取り組み

やすい段ボールコンポストについて、にいはま環

境市民会議と協働し、堆肥化講習会や講演会を実

施するなどして、家庭における生ごみ堆肥化の普

及に取り組んでいる。

令和４年度 段ボールコンポスト 541個

講習会開催回数 26回

ケ レジ袋無料配布中止

ごみの減量、ＣＯ２排出抑制を目的に「新居浜市

レジ袋削減推進協議会」を設置し、平成21年３月27

日には市内スーパーマーケット６事業者（19店舗）、

市民団体３団体、新居浜商工会議所及び新居浜市

が協定を締結し、同年６月１日から「レジ袋無料配

布中止」をスタートした。（現在８事業者24店舗）

コ ごみの減量・３Ｒの推進

平成23年度から、不用となった衣類及び廃食用

油の拠点回収を行っている。衣類はウエス等に、廃

食用油はバイオディーゼル燃料としてリサイクル

される。

また、家庭から出る不用品を有効活用させるた

めに「不用品伝言板」を設置し、市民間でのリユー

スを促している。

サ 市民一斉清掃

新居浜市環境美化推進協議会（各種団体・事業

所115団体）を中心に昭和62年から市民の美化意

識の向上を図ることを目的に道路、公園等公共の

場所の清掃等の環境美化運動を実施している。

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症感染

防止のため中止した。

シ 「きれいなまち新居浜をみんなでつくる」条例

新居浜市、市民、事業者及び占有者等が一体となっ

て、ごみ等の散乱及び投棄を防止し、空き缶等の回

収及び再資源化を促進するための措置を講じるこ

とにより、地域環境の美化及び資源の有効利用を

図り、清潔で美しいまちづくりに資することを目

的に制定した。（平成14年４月１日施行）

ス 新居浜市放置自動車の発生の防止及び適正な

処理に関する条例

放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関し、

放置自動車により生ずる障害を除去することによ

り、市民の快適な生活環境の維持を図り、良好な都

市環境の形成に資することを目的として制定した。

（平成14年４月１日施行）

セ 不法投棄対策

道路や河川等の公共の場への不法投棄対策とし

て、定期的なパトロールを行うとともに、警告看板

及び不法投棄の多発地点市内10か所に監視カメラ

を設置している。

令和４年度は、大島校区では、校区連合自治会が

中心となり、河川や山林に不法投棄されたごみの

撤去作業を実施した。

ソ にいはま３Ｒネットワーク

リユース、リサイクルに取り組む幅広い民間事

業者と連携を図った「にいはま３Ｒネットワーク」

を構築し、民間資源化ルートへの誘導の強化を図

る取組みを令和４年度から開始。資源ごみ店頭回

収やリユースに取り組む事業者、資源再生事業者

などを対象に、取り扱い品目などの情報を一元的

に整理し、「何を、どこに持って行けばいいか」の見

える化を図っている。

登録事業者（令和４年度）

スーパー、ホームセンター 25店舗

資源再生事業者 ７事業者

リサイクル・リユースショップ ４店舗

その他 ２店舗
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　カ　資源ごみ持ち去り禁止
　　‌�　ごみステーションに排出された、資源ごみ（古

紙、びん、缶、ペットボトル等）を無断で持ち去

る行為が各地で発生したことに対応し、新居浜市

廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正

した。（平成21年10月1日施行）

　キ　資源ごみ集団回収の推進
　　‌�　平成２年10月から、ごみの資源化・減量化の推

進を目的として資源ごみの回収活動を行っている

自治会や学校ＰＴＡ等の市民団体に回収量に応じ

た奨励金を交付して、その活動を奨励する「資源

ごみ集団回収推進事業」を実施している。

　　　令和５年度　161団体

　　　資源回収量　943,057.85㎏

　　　奨 励 金 額　4,664,692円

　ク　家庭における生ごみ減量の推進
　　‌�　ごみの総排出量の多くを占める生ごみを減量す

るため、平成３年度からコンポスト、平成７年度

から密閉式容器、平成12年度から電気式生ごみ処

理機を設置する者に対し、補助金を交付している。

　　令和５年度　コンポスト	 40基

　　　　　　　　密閉式容器	 7基

　　　　　　　　電気式生ごみ処理機	 23基

　　　　　　　　補助金額	 550,700円

　　‌�　また、平成22年度からは、家庭で比較的取り組

みやすい段ボールコンポストについて、にいはま

環境市民会議と協働し、堆肥化講習会や講演会を

実施するなどして、家庭における生ごみ堆肥化の

普及に取り組んでいる。

　　　令和５年度　段ボールコンポスト	 598個

　　　　　　　　　講習会開催回数	  28回

　ケ　レジ袋無料配布中止
　　‌�　ごみの減量、ＣＯ2排出抑制を目的に「新居浜市

レジ袋削減推進協議会」を設置し、平成21年３月

27日には市内スーパーマーケット６事業者（19店

舗）、市民団体３団体、新居浜商工会議所及び新

居浜市が協定を締結し、同年６月１日から「レジ

袋無料配布中止」をスタートした。（現在８事業者

24店舗）

　コ　ごみの減量・３Ｒの推進
　　‌�　平成23年度から、不用となった衣類及び廃食用

油の拠点回収を行っている。衣類はウエス等に、

廃食用油はバイオディーゼル燃料としてリサイク

ルされる。

　　‌�　また、家庭から出る不用品を有効活用させるた

めに「不用品伝言板」を設置し、市民間でのリユー

スを促している。

　サ　市民一斉清掃
　　‌�　新居浜市環境美化推進協議会（各種団体・事業

所113団体）を中心に昭和62年から市民の美化意識

の向上を図ることを目的に道路、公園等公共の場

所の清掃等の環境美化運動を実施している。

　シ　「きれいなまち新居浜をみんなでつくる」条例
　　‌�　新居浜市、市民、事業者及び占有者等が一体と

なって、ごみ等の散乱及び投棄を防止し、空き缶

等の回収及び再資源化を促進するための措置を講

じることにより、地域環境の美化及び資源の有効

利用を図り、清潔で美しいまちづくりに資するこ

とを目的に制定した。（平成14年4月1日施行）

　ス‌�　新居浜市放置自動車の発生の防止及び適正な処
理に関する条例

　　‌�　放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関

し、放置自動車により生ずる障害を除去すること

により、市民の快適な生活環境の維持を図り、良

好な都市環境の形成に資することを目的として制

定した。（平成14年4月1日施行）

　セ　不法投棄対策
　　‌�　道路や河川等の公共の場への不法投棄対策とし

て、定期的なパトロールを行うとともに、警告看

板及び不法投棄の多発地点市内10か所に監視カメ

ラを設置している。

　　‌�　令和５年度は、大島校区では、校区連合自治会

が中心となり、河川や山林に不法投棄されたごみ

の撤去作業を実施した。

　ソ　にいはま３Ｒネットワーク
　　‌�　リユース、リサイクルに取り組む幅広い民間事

業者と連携を図った「にいはま３Ｒネットワーク」

を構築し、民間資源化ルートへの誘導の強化を図

る取組を令和４年度から開始。資源ごみ店頭回収

やリユースに取り組む事業者、資源再生事業者な

どを対象に、取り扱い品目などの情報を一元的に

整理し、「何を、どこに持って行けばいいか」の見

える化を図っている。

　　　登録事業者（令和5年度）

　　　　スーパー、ホームセンター	 24店舗

　　　　資源再生事業者	 7事業者

　　　　リサイクル・リユースショップ	 5店舗

　　　　その他	 2店舗
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⑴　清掃センター

　‌�　昭和53年４月から供用を開始した旧清掃センター

は、法律等の改正や施設の老朽化により、新たに施

設の建設が必要になり、平成12年から３か年の継続

事業として建設し、平成15年３月から供用を開始した。

　‌�　また、平成27年度から３か年継続事業として、基

幹的設備改良工事を実施し、令和14年度までの15年

間の延命化を図っている。

　ア　施設概要

　　　所 在 地　　観音原町乙122番地の１

　　　　　　　　　　　　☎ 41-4225

　　　敷 地 面 積　　約28,000㎡

　　　完　　　成　　平成15年３月

　　　総 事 業 費　　約124億円

　　　建設工事費　　110億400万円

　　　延 床 面 積　　ごみ焼却施設・・・・・・・・・ 12,813㎡

　　　　　　　　　　粗大ごみ処理施設・・・・ 2,881㎡

　　　　　　　　　　管理棟・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,804㎡

　　ア� ごみ焼却施設

　　　処 理 能 力　　201トン／日

　　　　　　　　　　（67トン／日×３炉）

　　　焼却炉形式　　‌‌�全連続燃焼式焼却炉・ストーカ炉

　　　余熱利用設備　　発電設備

　　　　　　　　　　・蒸気タービン及び発電機

　　　　　　　　　　　（定格出力：1,950kw）

　　　　　　　　　　・場内冷暖房及び給湯、売電

　　　排ガス処理設備

　　　　　　　　　　ばいじん・・・・・・・・・・・・・・・バグフィルタ

　　　　　　　　　　硫黄酸化物・・・・・・・・・・・消石灰噴霧

　　　　　　　　　　塩化水素・・・・・・・・・・・・・・・消石灰噴霧

　　　　　　　　　　窒素酸化物・・・・・・・・・・・脱硝触媒塔

　　　　　　　　　　ダイオキシン類・・・・活性炭噴霧

　　イ� 粗大ごみ処理施設

　　　処 理 能 力　　40トン／日（5時間）

　　　破 砕 型 式　　前処理破砕・・・・・・・・・・・せん断回転式

　　　　　　　　　　粗大ごみ破砕・・・・・・・・衝撃回転式

　　　回　収　物　　‌�鉄、アルミ、銅その他金属、可

燃物、不燃物

　イ　運営状況

　　‌�　管理部門と運転部門に分け、管理部門は直営、

運転部門は民間会社に委託

　　　令和５年度委託料　3億1,960万5,000円　

　ウ　運転状況� （令和5年度）

　エ　資源化状況� （令和5年度）

　オ　発電・売電状況� （令和5年度）

⑵　リサイクル推進施設

　‌�　リサイクル推進施設は、プラスチック製ごみ・ペッ

トボトル（令和4年4月移転新設）・資源ごみ（缶）・

不燃ごみ処理施設と資源ごみ（びん）保管施設等か

ら成り平成21年10月から供用を開始した。

　　ア　施設概要

　　　　所 在 地　観音原町乙122番地の１

　　　　　　　　　　☎ 41-4225

　　　　完　　成　平成21年９月

　　　　総事業費　約５億7,000万円

　　　　延床面積　リサイクル棟�・・・・・・・・・・・・・・・ 1,848.10㎡

　　　　　　　　　ストックヤード�・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 435㎡

　　　　処理能力

　　　　　プラスチックごみ処理施設� 6.4t/日（5h)

　　　　　資源ごみ（缶)処理施設� 2.0t/日（5h)

　　　　　不燃ごみ処理施設� 4.9t/日（5h)

　　　　　資源ごみ（びん)処理施設� 6.2t/日　 　

　　　　　ペットボトル処理施設� 1.2t/日（5h)

区　　分 運転時間（h） 処理量（t）

1 号 炉 4,605.5 11,100.69

2 号 炉 4,153.0 9,420.84

3 号 炉 5,517.5 12,898.03

計 14,276.0 33,419.56

衝 撃 破 砕 機 135.1 1.939.46

せ ん 断 破 砕 機 557.8 508.94

品　　　　名 資源化量

ダ ン ボ ー ル 2.75t

新 聞 紙 3.27t

雑 誌 5.50t

破 砕 鉄 242.35t

破 砕 ア ル ミ 26.90t

鉄 プ レ ス 1.75t

コ ー ド ・ ケ ー ブ ル 類 10.89t

鉄 ス ク ラ ッ プ 40.91t

計 334.32t

総 発 電 量 10,929,350kWh

電 力 使 用 量 7,830,429kWh

う ち 自 家 発 電 量 6,709,419kWh

う ち 買 電 量 1,121,010kWh

売 電 量 4,219,931kWh
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　イ　運営状況

　　‌�　管理部門と運転部門に分け、管理部門は直営、

運転部門は民間会社に委託

　　　令和５年度委託料　9,471万円

　ウ　運転状況� （令和5年度）

　エ　資源化状況� （令和5年度）

⑶　最終処分場

　‌�　平成17年度から３か年の継続事業で菊本町に最終

処分場を建設し、平成20年４月から埋立てを開始し

た。（ただし、護岸建設工事は、平成12年度から実施）

　ア　施設概要

　　所 在 地　　菊本町二丁目817番2地先

　　　　　　　　　　　　☎ 37-5300

　　事 業 費　　約82億円

　　　　　　　　　　（護岸建設工事等を含む。）

　　完　　　　成　　平成20年３月

　　埋 立 面 積　　 24,000㎡

　　埋 立 容 量　　363,116�㎥

　　浸出水処理方法　　公共下水道へ放流

　　埋 立 方 式　　水中投棄方式

　イ　運営状況

　　‌�　管理部門と運転部門に分け、管理部門は直営、

運転部門は民間会社に委託

　　　令和５年度委託料　2,530万円

　ウ　処理状況　　　

施 設 名
稼働時間

(h）
処 理 量
（t）

プラスチックごみ処理施設 1,246.5 992.81

資 源 ご み(缶） 処 理 施 設 1,048.5 181.75

資源ごみ(びん）処理施設 ― 646.21

不 燃 ご み 処 理 施 設 728.0 345.89

ペットボトル資源化施設 634.3 223.42

品　　　名 資源化量（ｔ）

ス チ ー ル 缶 プ レ ス 100.64

ア ル ミ 缶 プ レ ス 111.96

白 色 カ レ ッ ト 280.10

茶 色 カ レ ッ ト 256.95

そ の 他 色 カ レ ッ ト 109.16

ペ ッ ト ボ ト ル 208.54

プラスチック製容器包装 644.99

使 用 済 乾 電 池・ 蛍 光 灯 33.13

使 用 済 小 型 電 子 機 器 184.50

計 1,929.97

年　度 令和２ ３ ４ ５

処理量(t) 5,914 5,382 5,776 4,692
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